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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2013年３月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月

収益 （千円） 4,724,193 4,867,933 6,026,301 7,160,816 8,076,636

税引前当期利益 （千円） 968,373 258,634 392,751 484,313 543,376

当期利益（親会社の所有者に帰

属）
（千円） 591,150 137,174 252,377 445,101 366,148

当期包括利益（親会社の所有者

に帰属）
（千円） 594,157 145,196 262,134 435,698 366,174

親会社の所有者に帰属する持分 （千円） 3,330,821 3,112,805 3,208,157 2,924,679 3,093,390

総資産額 （千円） 10,711,736 8,361,807 10,185,069 10,654,215 12,210,257

１株当たり親会社所有者帰属持

分
（円） 155.89 145.69 150.51 148.11 156.65

基本的１株当たり当期利益

（親会社の所有者に帰属）
（円） 33.30 6.42 11.82 21.13 18.54

希薄化後１株当たり当期利益

（親会社の所有者に帰属）
（円） － － － － －

親会社所有者帰属持分比率 （％） 31.10 37.23 31.50 27.45 25.33

親会社所有者帰属持分当期利益

率
（％） 25.19 4.26 7.99 14.52 12.17

株価収益率 （倍） 10.35 47.61 28.55 18.84 21.82

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 352,049 △1,970,654 1,898,353 511,990 1,695,626

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △22,643 △56,835 △323,819 △681,755 △100,223

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 1,202,168 △363,212 △159,721 △188,467 △263,467

現金及び現金同等物の期末残高 （千円） 9,513,086 7,173,778 8,654,325 8,235,342 9,561,242

従業員数
（人）

120 131 146 144 142

（外、平均臨時雇用者数） （14） （13） （14） （16） （18）

(注) １．連結財務諸表は国際会計基準（以下「IFRS」という。）に基づいて作成しております。

２．収益には、消費税等は含まれておりません。

３．希薄化後１株当たり当期利益（親会社の所有者に帰属）については、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないため記載しておりません。

４．株価の韓国ウォンから円への換算については、基準日におけるソウル外国為替仲介株式会社の参考為替レー

トにより計算しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2013年３月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月

売上高 （千円） 1,996,454 1,600,086 1,702,524 1,757,561 2,018,773

経常利益 （千円） 544,135 95,875 208,644 119,712 389,780

当期純利益 （千円） 463,905 24,416 184,263 118,943 290,118

資本金 （千円） 802,667 802,667 802,667 802,667 802,667

発行済株式総数 （株） 21,365,400 21,365,400 21,365,400 21,365,400 21,365,400

純資産額 （千円） 2,742,371 2,403,575 2,445,628 1,849,073 1,941,729

総資産額 （千円） 3,281,528 2,819,093 2,918,061 2,888,135 2,997,455

１株当たり純資産額 （円） 127.43 111.57 114.74 93.64 98.33

１株当たり配当額
（円）

17 5 10 10 10

（うち１株当たり中間配当額） （－） （－） （－） （－） （－）

１株当たり当期純利益金額 （円） 26.13 1.14 8.63 5.65 14.69

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 82.97 84.56 83.81 64.02 64.78

自己資本利益率 （％） 26.31 0.96 7.63 5.54 15.31

株価収益率 （倍） 13.19 268.12 39.08 70.47 27.54

配当性向 （％） 65.06 438.60 115.81 176.99 68.07

従業員数
（人）

84 91 84 121 118

（外、平均臨時雇用者数） （12） （11） （13） （15） （18）

(注) １．提出会社の財務諸表は日本基準に基づいて作成しております。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第２期の１株当たり配当額には、上場記念配当11.23円を含んでおります。

４．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

５．株価の韓国ウォンから円への換算については、基準日におけるソウル外国為替仲介株式会社の参考為替レー

トにより計算しております。
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２【沿革】

　当社は、2011年４月に決済サービス事業を営む株式会社ゼロ（現株式会社AXES Payment）と株式会社ゼウスの共同

株式移転により設立され、2012年６月に開催された定時株主総会の決議にて、株式会社AXES HoldingsからSBI AXES

株式会社に商号を変更し、現在に至っております。

　当社設立後の当社グループの変遷は、以下のとおりであります。

年月 事項

2011年４月 株式会社ゼロ（現株式会社AXES Payment）と株式会社ゼウスの共同株式移転により、株式会社AXES

Holdings設立

2011年６月 株式会社ゼロ（現株式会社AXES Payment）と株式会社ゼウスの営業部門を除くすべての部門につい

て、当社を承継会社とする吸収分割を実施

2011年９月 クレジットカード業界の国際情報セキュリティ基準PCIDSSバージョン2.0に完全準拠

2011年10月 SBIホールディングス株式会社に一部株式を譲渡

2011年11月 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）の国際規格ISO27001の認証を取得

2012年６月 SBI AXES株式会社に商号変更

2012年12月 韓国取引所KOSDAQ市場上場

 子会社である株式会社ゼロが株式会社AXES Paymentに商号変更

 子会社であるZERO USA Inc.がAXES USA Inc.に商号変更

 子会社であるZERO Netherlands B.V.がAXES Netherlands B.V.に商号変更

 

 

韓国におけるIR活動支援及びグループ各社の営業支援を目的とした子会社SBI AXES Korea Co., Ltd.

設立

2013年６月 SBIペイフォーオール株式会社を子会社化

2013年12月 韓国eB Card Corporationが提供するプリペイド型電子マネー「cashbee」の日本向けサービス開始

2014年５月 ビジネスサーチテクノロジ株式会社の73.16%の株式を取得し子会社化

2014年６月 AXES Hong Kong LIMITED 設立

2014年６月 株式会社ブロードバンドセキュリティと資本・業務提携契約締結

2015年１月 ビジネスサーチテクノロジ株式会社を完全子会社化

2015年５月 株式会社ブロードバンドセキュリティの株式を追加取得し持分法適用関連会社化

2015年８月 SBIペイフォーオール株式会社を吸収合併

2016年３月 SBIインベストメント株式会社のファンドが保有する当社株式を全てSBIホールディングス株式会社に

譲渡

  

（注1） 当社は2017年３月31日の取締役会にて、SBIソーシャルレンディング株式会社、SBIレミット株式会社、SBI

ビジネス・ソリューションズ株式会社の全株式を取得する決議を行い、2017年４月1日付けで当社の完全子会社とし

ております。

（注2） 2017年7月にSBI AXES株式会社から SBI FinTech Solutions株式会社に商号変更予定であります。

 

３【事業の内容】

　当社グループは、連結子会社８社及び持分法適用関連会社１社で構成されており、消費者向け電子商取引（B2C

EC）を取り扱う事業者に対して、クレジットカード等の決済業務を安全かつ効率的に処理できるサービス及びシス

テムの提供を主な事業としています。また、より一層充実したソリューションを提供することを目的として、2014

年５月に新たにサイト内検索エンジン等の分野で実績を有するビジネスサーチテクノロジ株式会社の株式を取得し

て子会社化し、EC事業者支援事業を展開しています。

　2015年５月には株式会社ブロードバンドセキュリティの株式を追加取得の上、持分法適用関連会社化し、セキュ

リティサービスについても提供を開始いたしました。

　当社グループの事業区分とサービス内容は次のとおりであります。

 

(1) 決済サービス事業

① オンライン決済サービス

 EC事業者が運営するウェブサイト等において、決済手段（クレジットカード決済、コンビニ決済、Pay-easy決

済、口座振替決済、銀行振込決済、キャリア決済、電子マネー決済等）をワンストップで導入できるサービス

です。EC事業者の運営内容や規模に応じた最適なシステム、取引状況の管理ツール、EC事業者の顧客を対象と

したカスタマーサポートサービスの提供により、売上向上や業務軽減に貢献しています。

② 店舗向け端末決済サービス
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 実店舗、屋外での催事やイベント、宅配、無人精算機等で利用可能なクレジットカード決済サービスです。従

来の店舗据置型の端末だけでなく、移動型端末やスマートフォン・タブレットを利用したPOS連動端末等の提供

により、事業者の利用環境に合わせた端末機と最適なソリューションを提供しています。

 

③ 電子マネー「cashbee」サービス

 韓国eB Card Corporationが提供するプリペイド型電子マネー「cashbee」を国内移動体通信事業者である株式

会社NTTドコモ、KDDI株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社のNFC（Type A/B方式）対応スマートフォンで

利用できるサービスです。観光やビジネスで韓国を訪れる日本人ユーザーは、専用アプリをダウンロードし、

当社グループの決済システムを通じて、電子マネーをチャージしておくことで、ウォン貨を現金で用意するこ

となく、ロッテグループのデパートやコンビニ、交通機関（地下鉄・バス・タクシー）などにおいて、スマー

トフォンをかざすだけで簡単に支払いが可能となります。

 

(2) EC事業者支援事業

① 売上向上支援サービス

 独自研究開発した検索・クローリング技術により、ウェブサイト上の膨大な情報を効率的に収集、分析、活用

することを通じて、EC事業者の集客やマーケティングを支援するサービスの開発及び提供をしています。

② セキュリティサービス

 昨今、EC事業者が運営するウェブサイトやPOSシステムからのクレジットカード情報の窃取、内部犯行による

顧客情報の漏洩事件等サイバー攻撃による被害が増加傾向にあります。当社グループでは、事業者の情報セ

キュリティ強化に向けた体制づくりや認証取得支援、脆弱性診断からインシデント発生時をサポートするサー

ビスを提供しています。
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以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

［事業系統図]
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４【関係会社の状況】

名称 住所 資本金 主要な事業の内容
議決権の所有
割合又は被所
有割合（％）

関係内容

（親会社）      

SBIホールディングス株式

会社（注）１，２
東京都港区

81,681,206

千円

株式等の保有を通

じた企業グループ

の統括・運営等

被所有

73.74
－

（連結子会社）      

株式会社AXES Payment

（注）３
東京都渋谷区

45,000

千円
決済サービス事業 100.0

経営管理業務の

受託

債務被保証有り

株式会社ゼウス

（注）３
東京都渋谷区

30,000

千円
決済サービス事業 100.0

経営管理業務の

受託

役員の兼任有り

債務被保証有り

AXES USA Inc. 米国
1,500

米ドル

事業に必要な提携

先との契約締結及

び維持

100.0 役員の兼任有り

AXES Solutions Pte.

Ltd.
シンガポール

197,000

シンガポールドル
決済サービス事業 100.0 役員の兼任有り

AXES Netherlands B.V. オランダ
18,000

ユーロ

事業に必要な提携

先との契約締結及

び維持

100.0 役員の兼任有り

SBI AXES Korea Co.,

Ltd.
韓国

400,000,000

韓国ウォン

現地IR活動支援及

びグループ各社の

営業支援

100.0 役員の兼任有り

ビジネスサーチテクノロ

ジ株式会社
東京都渋谷区

60,000

千円
EC事業者支援事業 100.0 役員の兼任有り

AXES Hong Kong LIMITED 中国香港
300,000

香港ドル

事業に必要な提携

先との契約締結及

び維持

100.0 役員の兼任有り

（持分法適用関連会社）      

株式会社ブロードバンド

セキュリティ
東京都新宿区

100,000

千円

セキュリティ関連

サービス
27.89 －

(注) １．有価証券報告書提出会社であります。

２．SBIインベストメント株式会社のファンドが保有する当社株式を2016年３月31日に全てSBIホールディング

ス株式会社に譲渡しております。

３．特定子会社であります。

４．2017年３月31日の取締役会にて、SBIソーシャルレンディング株式会社、SBIレミット株式会社、SBIビジネ

ス・ソリューションズ株式会社の全株式を取得する決議を行い、2017年４月1日付けで当社の完全子会社と

しております。

５．株式会社AXES Paymentについては、収益（連結会社相互間の内部収益を除く）の連結収益に占める割合が

10％を超えております。

 主要な損益情報等 ①　収益 2,224,189千円

  ②　税引前当期利益 41,418〃

  ③　当期利益 28,527〃

  ④　資本合計 526,608〃

  ⑤　総資産額 2,497,662〃
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６．株式会社ゼウスについては、収益（連結会社相互間の内部収益を除く）の連結収益に占める割合が10％を

超えております。

 主要な損益情報等 ①　収益 5,663,852千円

  ②　税引前当期利益 172,072〃

  ③　当期利益 113,752〃

  ④　資本合計 555,844〃

  ⑤　総資産額 6,687,373〃

 

５【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2017年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

決済サービス 120（18）

EC事業者支援事業 22（－）

合計 142（18）

(注) １．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人

員を（　）外数で記載しております。

 

(2) 提出会社の状況

2017年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

118（18） 39.3 8.2 5,575,444

(注) １．従業員数は就業人員（当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む。）であり、臨時

雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、年間の平均人員を（　）外数で記載しており

ます。

２．当社の事業は決済サービス事業のみの単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略していま

す。

３．平均勤続年数は、当初の設立母体である株式会社ゼロ（現株式会社AXES Payment）及び株式会社ゼウスに

おける勤続年数を通算して記載しております。

４．平均年間給与は基準外賃金を含んでおります。

 

(3) 労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1) 業績

　当連結会計年度のわが国経済は、政府による経済政策等を背景に企業収益や雇用、所得環境が改善し、景気は緩

やかな回復基調で推移しました。一方、中国をはじめとする新興国の景気減速、英国のＥＵ離脱問題、米国のトラ

ンプ政権の政策運営が世界経済に与える影響への懸念が強まり、その一端として地政学的リスクが一層高まりつつ

ある状況下で、総じて景気の先行きに対する不透明感が払拭できない状況が依然として続いております。当社グ

ループの主要事業領域である消費者向け電子商取引市場においては、クレジットカード会社による利用促進施策の

推進やスマートフォンをはじめとするモバイル機器の普及等により継続的な成長を見せる一方で、市場の成熟化に

伴う価格競争は年々激化している状況にあります。

　こうした状況の下、グループ総合力を発揮し、事業規模の拡大を図るとともに、中長期的視点に立った事業全般

にわたる競争力の強化のための各種施策を進めてまいりました。以上の結果、当社グループの当連結会計年度にお

ける経営成績は、収益8,076,636千円（前期比112.8％）、売上総利益2,142,183千円（前期比107.8％）、税引前当

期利益543,376千円（前期比112.2％）、当期利益366,148千円（前期比82.3％）となりました。

　セグメント別の業績は、以下のとおりです。

 

① 決済サービス事業

　決済サービス事業におきましては、EC事業者向けの決済サービス（クレジットカード決済、コンビニ決済、

Pay-easy決済、口座振替決済、銀行振込決済、キャリア決済、電子マネー決済等）、店舗向け端末決済サービス

等の開発と販売に関する事業を行っております。好調なBtoC EC市場を背景に新規加盟店の獲得が進み、加盟店

数、取扱高及び処理件数が堅調に推移し、収益から税引前当期利益に関しては前年を大きく上回りました。一

方、前連結会計年度に計上した繰延税金資産の影響により、当期利益は微減となりました。以上の結果、収益は

7,748,108千円（前期比112.5％）、当期利益は301,930千円（前期比99.5％）となりました。

 

② EC事業者支援事業

　EC事業者支援事業におきましては、2014年５月に当社のグループ会社となったビジネスサーチテクノロジ株式

会社が提供するサイト内検索エンジンや広告パフォーマンスを最大化するマネジメントサービスなど、EC事業者

向けのサイト集客・誘導施策関連の様々な支援サービスの開発と販売に関する事業を行っております。サイト内

検索の新サービス「ポップリンク」が大手化粧品会社の株式会社ドクターシーラボ様や総合通販会社大手の株式

会社ディノス・セシール様等に導入され高い評価を受けるなど、順調に事業を拡大しております。また2015年５

月に持分法適用関連会社化した株式会社ブロードバンドセキュリティの持分法による投資利益を計上いたしまし

た結果、収益は328,528千円（前期比120.6％）、当期利益は64,218千円（前期比45.3％）となりました。

 

(2) キャッシュ・フロー

　当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ1,325,900千円増加し、当連結会計年

度末には、9,561,242千円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及び主な要因は以

下のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において営業活動によるキャッシュ・フローは1,695,626千円の収入（前連結会計年度は

511,990千円の収入）となりました。これは主に税引前当期利益543,376千円、仕入債務及びその他の債務の増加

1,345,792千円によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において投資活動によるキャッシュ・フローは100,223千円の支出（前連結会計年度は681,755

千円の支出）となりました。これは主に無形資産の取得による支出84,866千円によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度において財務活動によるキャッシュ・フローは263,467千円の支出（前連結会計年度は188,467

千円の支出）となりました。これは主に長期借入金の返済による支出92,004千円、配当金の支払額197,463千円

によるものであります。
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(3) IFRSにより作成した連結財務諸表と日本基準により作成した連結財務諸表における主要な項目の差異に関する事

項

　IFRSにより作成した連結財務諸表における主要な項目と日本基準により作成した場合の連結財務諸表におけるこ

れらに相当する項目との差異は以下のとおりであります。

（のれんの償却）

　日本基準では、のれんを一定期間にわたり償却することが要求されます。IFRSでは、のれんの償却は行われ

ず、毎期減損テストを実施しております。

　この影響により、IFRSでは日本基準に比べて、連結包括利益計算書の「管理費」が当連結会計年度において

172,154千円減少しております。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　当社グループは、決済サービス事業及びEC事業者支援事業を行っており、提供するサービスの性格上、生産実績

の記載に馴染まないため記載しておりません。

 

(2) 受注状況

　生産実績と同様の理由により記載しておりません。

 

(3) 販売実績

　当連結会計年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

（自　2016年４月１日

至　2017年３月31日）

金額（千円） 前年同期比（％）

決済サービス事業 7,748,108 112.5%

EC事業者支援事業 328,528 120.6%

合計 8,076,636 112.8%

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループは、インターネット黎明期に決済事業を開始し、日本の電子商取引市場の発展と歩調をあわせるよう

に拡大・成長してまいりました。当社グループの主要事業領域である電子商取引市場は、景気回復の影響やスマート

フォン・タブレット端末の普及による新たな購買増加等により好調に推移する一方で、競争激化や低価格化が進行し

ており、その影響は決済事業者にも及んでおります。また、2020年のオリンピック・パラリンピックの開催決定及び

爆発的な訪日外国人の増加に伴い、政府が「日本再興戦略」の中でキャッシュレス決済の普及による利便性・効率性

の向上を図ることを明確に打ち出しており、各方面で対応が進められております。一方で、近年加速度的に増加して

いる不正アクセス等のサイバー攻撃による情報漏えい事故を受け、国際水準のセキュリティ環境の実現を目指す対策

も国をあげて対応が急がれています。

　このような中、当社グループは主要事業である非対面決済事業の強化・拡充を着実に実行しつつ、加盟店への啓蒙

活動も含めセキュリティ対策を強化し、事業領域の拡大をグループ一丸となって強力に推進し、業績の拡大を目指し

てまいります。また、システム運用の安定化、リスク管理の強化に重点をおき、コスト削減、組織体制・人事制度等

の改革、人材の確保・育成を図りながら、持続的な成長と収益性を確保できる経営基盤を構築するため、以下の課題

に鋭意取り組んでまいります。

 

(1) 新サービスの開発と収益の多様化

　当社グループは、主に非対面決済事業における営業施策に注力してまいりましたため、収益の大部分は非対面

決済事業に依存しております。今後、環境の変化や顧客ニーズの変化に対しても安定的に収益を計上し、成長を

図る上でサービスラインナップを拡充することは、当社グループの重要な課題の一つであると認識しておりま

す。このため、決済システムを自社開発している強みを活かし、決済サービスとシナジー効果の高い集客・売上

向上支援サービスや、決済事業で培ったセキュリティ及びシステム開発に関するノウハウを活かしたセキュリ

ティサービスの提供について検討を進めてまいります。
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(2) システム安定運用・運用業務改善によるコスト削減

　営業力の強化により、当社データセンターで処理するデータ量はこの一年で飛躍的に増加いたしました。ま

た、当社グループの決済サービスではリアルタイム処理が求められることから、システムの安定運用は極めて重

要な課題であると認識しております。今後も対面決済事業やグループシナジー展開の本格化に伴い、さらなる

データ処理量の増大や機能拡張が見込まれます。そのような中、「システムの安定運用」と「業務改善によるコ

ストダウン」を同時に実現可能な社内体制を構築すべく、運用・管理業務の継続的な改善に取り組んでまいりま

す。

 

(3) 情報セキュリティ体制の継続的な強化

　当社グループが営む決済事業では、クレジットカード情報などの重要情報を保有・管理しております。そのた

め、創業時より「安全・安心」を第一に考えた決済システムの構築とサービス提供に取り組み、日々あらゆる側

面からセキュリティレベルの維持・検証を徹底し、改善を実施しております。代表的なものとしては、業界に先

駆けてのプライバシーマーク取得、さらにはISO/IEC27001（ISMS）およびPCIDSS（Payment Card Industry Data

Security Standard）の認証を取得・維持しております。また、情報セキュリティ対策は「人的セキュリティ」

を基本として成り立っているという考えから、社員一人一人に徹底した教育・研修を実施し、人為的事故の予防

等に取り組んでおります。今後も、これまでに築いてきた信頼の維持・向上に努めてまいります。

 

(4) 業務提携・M&A等の推進

　当社グループは、顧客ニーズに対してスピーディーかつ包括的なソリューションの提示や、新たな事業領域へ

の進出に向け、他企業との業務提携やM&A等を積極的に活用し、企業価値向上を目指してまいります。

 

４【事業等のリスク】

　当社グループの事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性があると考えられる主な

事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を以下のとおり記載しております。

　また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、投資家の投資判断上、重要であると考え

られる事項については、積極的な情報開示の観点から以下に記載しております。

　当社グループは、これらのリスク発生の可能性を十分に認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に取

り組む方針ではありますが、当社株式に関する投資判断は、以下の記載事項及び本項以外の記載事項を慎重に検討し

た上で行う必要があります。また、以下の記載は本株式への投資に関連するすべてのリスクを網羅するものではあり

ませんのでご留意ください。

　なお、本項記載のうち将来に関する事項は、将来において発生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものでは

なく、本書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 

(1) 事業環境について

① 電子商取引(EC)の普及について

　電子商取引市場は、インターネット環境の整備に伴い急速な成長を実現し、近年はスマートフォン・タブレッ

ト端末の普及による新たな購買増加等により、今後も引き続き拡大するものと予想されます。当社グループが提

供する決済サービスは電子商取引市場のインフラとしての役割を担っており、電子商取引市場の拡大を背景とし

て決済サービス市場も継続的な成長が見込まれております。しかしながら、インターネット取引の技術進歩・変

化は著しく、消費者に利便性をもたらす一方で、近年はインターネットを利用した悪質な取引事例が見られる等

の問題も発生しております。このため、今後は電子商取引への法的規制の導入等から、電子商取引市場の成長が

鈍化する可能性もあり、そのような場合に、当社グループの業績に何らかの影響を及ぼす可能性があります。

 

② 技術革新への対応について

　インターネット・情報セキュリティの技術革新が著しく進み、電子商取引においても決済手段の多様化やス

マートフォン利用の拡大など常に進化しております。当社グループでは、安心で便利なEC環境を創造するため、

より堅牢なサービスの追求・新たなサービスの開発を行い、競争力を維持するため技術革新への対応を進めてお

ります。しかしながら、今後当社グループが新たな技術やサービスへの対応が遅れた場合、当社グループの加盟

店に対するサービスが陳腐化し、その結果競合他社に対する競争力が低下する恐れがあり、場合によっては当社

グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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③ 法令規制について

　当社グループは、電子商取引市場に立脚し、クレジットカード等の決済代行事業、その他の決済に付帯する事

業、金融関連事業を行っております。

　クレジットカード等の決済代行事業においては、現在、法規制はありません（ただし、2016年12月改正の割賦

販売法（未施行）において決済代行事業者の登録制が導入されるため、施行規則等の内容により、割賦販売法の

規制を受ける可能性があります）。

　また、決済代行に付帯するサービスとして住信SBIネット銀行との提携による加盟店向けトランザクション融

資サービスにあたっては銀行法、その他電子マネーの取扱いにあたっては資金決済法の規制を受けています。

そのため、これら法令の改正が当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

④ 他社との競合について

　決済サービス市場は、電子商取引市場の拡大を背景として継続的な成長を見せる一方で、競合する同業他社と

の価格競争は年々激化している状況にあります。また、成長市場であることから、新たにこの分野に進出してく

る企業もあります。今後、これらの企業との競争が一段と激しくなった場合には、価格競争に陥り顧客との条件

変更等を余儀なくされる機会の頻出等により当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

 

(2) 事業活動について

① 情報処理センターネットワークの利用について

　当社グループのクレジットカード決済代行サービスは、株式会社日本カードネットワークが運営するCARDNET

センターのネットワークを利用するものであり、今後このCARDNETセンターのネットワークシステム障害等の理

由により、当サービス提供が困難になるといった不測の事態が発生する可能性があります。しかしながら、

CARDNETセンターのシステムは20年以上に及ぶ豊富な運用実績と高い信頼性を有する会社であり、クレジット

カード会社や決済代行会社の多くが決済情報の授受にCARDNETセンターを利用していることから、当該ネット

ワークの利用が困難になるという事態が発生する可能性は極めて低いと考えております。

 

② 経営上の重要な契約について

　当社グループは、加盟店のクレジットカード決済および収納代行に係る様々な業務を代行することを目的とし

て、各クレジットカード会社とは包括加盟または事務代行に関する契約、各収納代行業務に係る関係機関と業務

内容に応じた契約を締結しております。万一、主要なクレジットカード会社や収納代行機関から契約解除の申し

出や条件変更等の接続制限がなされた場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性がありますので、当社

グループでは常に主要なクレジットカード会社や収納代行機関との連携を密にし、良好な関係の構築・維持に努

めております。

 

③ チャージバックリスクについて

　当社グループがクレジットカード会社と締結する包括加盟契約においては、当社グループが加盟店に売上代金

の支払いを完了した後に、加盟店の不正な売上請求や倒産等の契約解除に相当する状態となったことが判明した

場合には、その回収が困難になるチャージバックリスクが生じます。これらの費用は加盟店に代わって当社グ

ループがクレジットカード会社に対して負担することとなるため、加盟店の入会時にクレジットカード会社の審

査に加え、当社グループにおいても開設サイトの存在確認、及び特定商取引に関するサイト上の表記確認等を行

うと共に、加盟店契約後も、取引状況のモニタリングに努め、取消処理が多い場合等は、当該加盟店に係る売上

金の支払手続を留保する等、リスク削減に向けた管理を実施しております。

 

④ 知的財産権について

　当社グループはこれまで、特許・著作権・その他知的財産に関して第三者の知的財産権を侵害した事実や損害

賠償及び使用差止の請求を受けたことはなく、現状においては第三者の知的財産権を侵害していないものと認識

しております。しかし、当社グループの事業分野における知的財産権の現況を完全に把握することは困難であ

り、当社グループが把握できないところで第三者が既に特許・著作権・その他知的財産を保有している可能性は

否めません。

　また、今後当社グループの事業分野において第三者が当社グループより早く特許・著作権・その他知的財産を

保護し、損害賠償または使用差止等の請求を受けた場合は、当社グループの業績に何らかの影響を及ぼす可能性

があります。
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(3) 情報セキュリティについて

① システム障害・停止について

　当社グループが提供するサービスは、通信事業者が提供する公衆回線、専用回線及びインターネット網を利用

することを前提としたものであるため、大規模な自然災害または事故・外部からの不正な手段によるコンピュー

タへの侵入・コンピュータウイルス・サイバー攻撃等により、通信ネットワークの切断やアプリケーションの動

作不良不測の事態発生による通信環境等の障害が発生した場合等は、当社グループのシステムにも影響が生じる

可能性があります。

　また、予期せぬクレジットカード会社など決済事業者のシステムダウンや当社グループのシステムの欠陥によ

り、当社グループのサービス提供に支障が生じる可能性があります。

　当社グループでは、このようなリスクを回避するために、外部・内部からの不正侵入に対するセキュリティ対

策、24時間のシステム監視態勢、システム構築の冗長化、保険への加入並びに社内規程の整備運用等により然る

べき対応を適宜図っております。

　しかしながら、万一、当社グループが現状では想定しえない事象が発生した場合は、当社グループのシステム

にも何らかの影響が生じることが予想され、その場合には、当社グループに対する損害賠償請求や復旧に向けた

加盟店へのフォロー等に忙殺されることで、通常の営業活動が阻害され機会損失が発生する等により、業績に影

響を及ぼす可能性があります。

 

② 個人情報等の流出の可能性及び影響について

　当社グループの決済代行サービスを利用する場合、利用者のクレジットカード情報を含む氏名・電話番号・

メールアドレス等の個人情報を取得する必要があり、取得した情報は決済処理に必要な範囲において処理され、

当社の管理下にあるデータベースにて保管されております。

　2017年５月に改正個人情報保護法が施行され、今後益々個人情報管理の徹底が必要となります。当社ではこの

法令の遵守に加え、日本工業規格「JIS Q 15001個人情報保護マネジメントシステム―要求事項」に適合して、

個人情報について適切な保護措置を講ずる体制を整備している事業者等を認定するプライバシーマークを取得し

ており、より強固な管理体制を整備しております。

　また、情報管理体制強化の一環として、当社事業所を対象範囲として、情報セキュリティのグローバル・スタ

ンダード基準とされるISO/IEC 27001：2013(国内規格JIS Q27001：2014)への適合認証を取得しているほか、

JCB・American Express・Discover・MasterCard・VISAの国際クレジットカードブランド５社が共同で策定し

た、クレジット業界におけるグローバルセキュリティ基準PCI DSS Ver3.1に完全準拠しております。さらに、社

員への徹底したセキュリティ研修も継続的に実施しております。しかしながら、万一クレジットカード情報等の

重要な情報が外部に流出した場合には、当社への社会的信用の失墜が当社の業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

③ 加盟店からのクレジットカード情報の流出について

　万一、当社グループの加盟店からクレジットカード情報が漏洩した際は、原則、加盟店がその損害に対する賠

償責任を負い、クレジットカードの再発行手数料、不正利用された金銭の補償および調査費用等の負担を行うた

め、当社グループに影響はございません。しかしながら、加盟店にその費用を支払う能力がない場合、当社グ

ループがその費用を負担する可能性があります。

　当社グループでは、加盟店からの情報流出を防ぐため、クレジットカード情報を加盟店が保持することなく、

利用者から当社グループが直接取得するサービスの促進、並びにクレジットカード情報を保持する加盟店の情報

管理体制の強化の要請等を行っております。

 

(4) 子会社の管理体制について

　当社は、関係会社として連結子会社8社、持分法適用関連会社1社を有しております。各社の損益状況は、連結

子会社であれば当社グループの連結財務諸表に結合され、持分法適用関連会社であれば持分法損益として当社グ

ループの連結財務諸表に取り込まれ、当社グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があります。

　また、連結子会社についてその運営にあたり、管理担当部署である総務部が関係会社管理規程に基づき適切な

管理及び支援を行っておりますが、当社による連結子会社への管理及び支援が適切に行われず、当該連結子会社

の業績の悪化や不祥事等が発生した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 親会社グループとの関係について

　当社グループの親会社であるSBIホールディングス株式会社は、当社の発行済株式総数の68.16％を保有する最

上位支配株主であり、1999年の創業以来、日本のインターネット金融の先駆者として業界をけん引し、オンライ

ン総合証券業、インターネット銀行業、インターネットを活用した保険業（損保・生保・少短）を中心に金融商

品や関連するサービスの提供等を行う「金融サービス事業」、国内外のIT、バイオ、環境・エネルギー及び金融

関連のベンチャー企業等への投資や、資産運用に関するサービスの提供を行う「アセットマネジメント事業」、

医薬品・健康食品・化粧品の研究開発・製品化から販売までをグローバルに展開する「バイオ関連事業」を3大

事業と位置付け、事業を行っております。

 

① SBIグループ(SBIホールディングス株式会社及び同社の関係会社)における当社グループの位置づけについて

　当社グループは、総合金融サービスを手掛けるSBIグループにおいて、決済代行サービスを中心事業として、

この他に、サイト内検索サービス等のEC事業者支援事業も手掛ける会社と位置付けられております。

 

② SBIグループとの取引について

　当社と当社の子会社（当社の関連当事者）の間の取引は連結上消去されているため開示しておりません。

当社グループとその他の関連当事者との間の取引内容は以下のとおりであります。

 

（単位：千円）
 

 
当連結会計年度

（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

収益  

当社株主の関係会社 305,467

売上原価  

当社株主の関係会社 94,190

販売費及び管理費  

当社株主の関係会社 43,947

 

　各連結会計年度終了日現在の関連当事者に対する債権・債務の内容は以下のとおりであります

（単位：千円）
 

 
当連結会計年度
（2017年３月31日）

債権  

当社株主の関係会社 13,889

債務  

当社株主の関係会社 11,459

 

　当連結会計年度において、当社株主の関係会社とのアクワイアリング業務開始に伴い要した、当社株主の関

係会社が負担すべき費用30,000千円について、当社が立替え、その後当社株主の関係会社から支払いを受けて

おります。

　また、当連結会計年度において、当社株主の関係会社がクレジットカード会社等に対して保有している債権

18,719,233千円について、当社が回収を代行しております。

　関連当事者との取引は当社グループの一般的な取引条件によって行われております。

　関連当事者間の債権・債務に対して提供した担保、又は提供された担保は存在せず、将来に現金で決済され

ます。当該債権・債務に対する保証取引はありません。

　各連結会計期間終了日現在、関連当事者に対する債権が不良債権に分類されることにより認識した費用はあ

りません。
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５【経営上の重要な契約等】

(1) 業務代行による契約

　当社は、クレジットカード会社と加盟店間の加盟店契約において発生するクレジットカード決済に係る売上承認

請求業務及び売上請求業務等を事務代行するために必要な提携契約を各クレジットカード会社と締結しておりま

す。なお、契約している主なクレジットカード会社は以下のとおりであります。

 

会社名 契約の名称 契約期間 自動更新

株式会社UCS 加盟店業務代行契約書 2008年５月12日～2009年５月11日 有（１年）

株式会社エポスカード 加盟店業務代行契約書 2009年３月27日～2010年３月26日 有（１年）

株式会社ジェーシービー 業務代行契約書(店頭販売用) 2011年５月25日～2012年５月24日 有（１年）

株式会社ジェーシービー 業務代行契約書 2012年５月21日～2013年５月20日 有（１年）

株式会社ジェーシービー
スマートフォン決済の業務代行を許

諾する契約書
2014年11月７日～2015年11月６日 有（１年）

株式会社ジャックス 業務代行契約書 2012年12月17日～2013年12月16日 有（１年）

株式会社ジャルカード 加盟店業務代行契約書 2007年12月11日～2008年12月10日 有（１年）

ポケットカード株式会社 加盟店業務代行契約書 2005年11月１日～2006年10月31日 有（１年）

ユーシーカード株式会社 業務代行承認契約書（非対面用） 2000年８月31日～2001年８月30日 有（１年）

ユーシーカード株式会社 業務代行承認契約書（対面用） 2012年７月17日～2013年７月16日 有（１年）

株式会社ゆめカード 加盟店業務代行契約書 2011年８月19日～2012年８月18日 有（１年）

りそなカード株式会社
加盟店業務代行契約書（電子商取引

用）
2007年11月28日～2008年11月27日 有（１年）

三井住友カード株式会社 加盟店業務代行契約書 2002年５月13日～2003年５月12日 有（１年）

三井住友トラストカード株

式会社（旧　住信カード株

式会社）

加盟店業務代行契約書（電子商取引

用）
2009年５月19日～2010年５月18日 有（１年）

出光クレジット株式会社 加盟店業務代行契約書 2009年２月10日～2010年２月９日 有（１年）

東急カード株式会社 加盟店業務代行契約書 2007年10月10日～2008年10月９日 有（１年）

株式会社東京クレジット

サービス

加盟店業務代行契約書（電子商取引

用）
2000年12月15日～2001年12月14日 有（１年）

三菱UFJニコス（旧　日本信

販株式会社）
加盟店業務代行契約書 2001年６月１日～2005年５月31日 有（１年）

 

(2) 代表加盟に関する契約

　当社は加盟店のクレジットカード決済業務に係る事務を代行する目的として各クレジットカード会社と包括加盟

に関する契約を締結しております。なお、契約している主なクレジットカード会社は以下のとおりであります。

 

会社名 契約の名称 契約期間 自動更新

株式会社アプラス 包括代理加盟店契約書 2001年10月16日～2002年10月15日 有（１年）

イオンクレジットサービス

株式会社
包括代理加盟店契約書 2001年６月１日～2002年５月31日 有（１年）

株式会社オリエントコーポ

レーション
包括代理加盟店契約書 2002年11月６日～2003年11月５日 有（１年）

株式会社ジェーシービー 包括代理加盟店契約書(店頭) 2011年５月23日～2012年５月22日 有（１年）

株式会社ジェーシービー 包括代理加盟店契約書（EC） 2013年５月28日～2014年５月27日 有（１年）
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会社名 契約の名称 契約期間 自動更新

三井住友トラストクラブ株

式会社（旧　シティコープ

ダイナースクラブジャパン

株式会社）

包括代理加盟店契約書 2001年５月16日～2002年５月15日 有（１年）

すみしんライフカード株式

会社
包括代理加盟店契約書 2006年３月１日～2007年２月28日 有（１年）

株式会社セディナ
セディナ加盟店契約書

（包括代理加盟店通信販売用）
2016年８月17日～2017年８月16日 有（１年）

株式会社セディナ（旧　株

式会社セントラルファイナ

ンス）

加盟店契約書 2004年10月19日～2005年10月18日 有（１年）

トヨタファイナンス株式会

社
包括代理加盟店契約書 2002年12月１日～2003年11月30日 有（１年）

トヨタファイナンス株式会

社
加盟店契約書（包括加盟店契約用）

契約締結日から契約に従う解除日ま

で
－

ユーシーカード株式会社 加盟店契約書（包括代理契約） 2005年３月15日～2006年３月14日 有（１年）

楽天カード株式会社 包括代理加盟店契約書（非対面用） 2013年５月20日～2014年５月19日 有（１年）

楽天カード株式会社 包括代理加盟店契約書（対面用） 2013年５月16日～2014年５月15日 有（１年）

三井住友カード株式会社
包括代理加盟店契約書（通信販売

[含EC]用）
2013年11月18日～2016年11月17日 有（１年）

三井住友カード株式会社 包括代理加盟店契約書 2015年３月18日～2016年３月17日 有（１年）

三菱UFJニコス株式会社 包括代理加盟店契約書 2015年９月11日～2016年９月10日 有（１年）

三菱UFJニコス株式会社 包括代理通信販売加盟店契約書 2015年９月11日～2016年９月10日 有（１年）

住信SBIネット銀行株式会社
包括代理加盟店契約書（通信販売

[含EC]用）
2016年９月12日～2017年９月11日 有（１年）

住信SBIネット銀行株式会社 包括代理加盟店契約書 2016年９月12日～2017年９月11日 有（１年）

東急カード株式会社 加盟店契約書 2016年１月25日～2017年１月24日 有（１年）

株式会社東京クレジット

サービス
包括代理契約書 2003年12月１日～2004年11月30日 有（１年）

三菱UFJニコス（旧　日本信

販株式会社）
包括代理加盟店契約書 2001年６月１日～2005年５月31日 有（１年）

 

(3) その他決済サービスに関する契約

当社は、加盟店のクレジットカード以外の決済業務に係る事務を代行する目的として、各決済事業者と以下の契約

を締結しております。なお、契約している主な決済事業者は以下のとおりであります。

 

会社名 契約の名称 契約期間 自動更新

SMBCファイナンスサービス

株式会社

基本約定書(決済ステーション「コ

ンビニエンスストア（受付番号）決

済（モール方式）」用)

2015年９月11日～2016年９月10日 有（１年）

株式会社電算システム 料金等収納代行委託契約書 2014年６月２日～2015年６月１日 有（１年）

株式会社電算システム ペーパーレスパートナー契約書 2013年９月１日～2014年８月31日 有（１年）

SMBCファイナンスサービス

株式会社

預金口座振替による代金回収事務委

託契約書
2010年10月20日～2011年10月19日 有（１年）

SMBCファイナンスサービス

株式会社

「口座振替受付サービス」取扱に関

する追加契約書
2010年10月20日～2011年10月19日 有（１年）

株式会社アプラス 集金代行業務委託契約書 2012年10月22日～2013年10月21日 有（１年）
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会社名 契約の名称 契約期間 自動更新

株式会社ジャパンネット銀

行

ワンタイム口座サービス提携に関す

る覚書
2012年12月10日～2013年５月31日 －

株式会社ジャパンネット銀

行
ワンタイム口座サービス利用契約

2013年３月28日～契約に定める利用

終了日
－

 

(4) その他の契約

　当社は、2017年３月31日開催の取締役会において、SBIソーシャルレンディング株式会社、SBIレミット株式会

社、SBIビジネス・ソリューションズ株式会社の3社について、発行済株式をすべて取得することを決議いたしまし

た。

　それに基づき、2017年４月１日付でSBIホールディングス株式会社及びSBIファイナンシャルサポート株式会社と

の間に株式譲渡契約を締結いたしました。

　また当社は、同じく2017年３月31日開催の取締役会決議において、第三者割当増資による募集株式の発行を決議

し、それに基づき2017年４月10日付でSBIホールディングス株式会社との間に株式総数引受契約を締結いたしまし

た。

　詳細は、「第5　経理の状況　1.連結財務諸表等（1）連結財務諸表　連結財務諸表注記　35．後発事象」及び

「第5　経理の状況　2.財務諸表等（1）財務諸表　注記事項（重要な後発事象）」に記載のとおりであります。

 

６【研究開発活動】

　該当する事項はありません。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

　資産、負債及び資本の状況は以下のとおりであります。

（資産）

　当連結会計年度末における総資産の残高は、前連結会計年度末に比べ1,556,042千円増加し、12,210,257千円

となりました。主な要因は、現金及び預金が1,325,900千円、売上債権及びその他の債権が220,446千円増加した

ことによるものであります。

（負債）

　当連結会計年度末における負債の残高は、前連結会計年度末に比べ1,387,331千円増加し、9,116,867千円とな

りました。主な要因は、仕入債務及びその他の債務が1,315,180千円増加したことによるものであります。

（資本）

　当連結会計年度末における資本の残高は、前連結会計年度末に比べ168,711千円増加し、3,093,390千円となり

ました。主な要因は、利益剰余金が168,685千円増加したことによるものであります。

 

(2) 経営成績

　当連結会計年度における当社グループの取組みは、「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(1）業績」に記載

のとおりであります。販売費及び管理費につきましては、費用削減努力を継続する一方で営業力の強化及び海外事

業展開を推進するために優秀な人材の積極採用を行いました。

　以上の結果、当社グループの当連結会計年度における経営成績は、収益8,076,636千円（前年同期比112.8％）、

売上総利益2,142,183千円（前年同期比107.8％）、税引前当期利益543,376千円（前年同期比112.2％）、当期利益

366,148千円（前年同期比82.3％）となりました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　キャッシュ・フローの状況につきましては「第２　事業の状況　１．業績等の概要　(2）キャッシュ・フロー」

に記載しております。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当連結会計年度における当社グループの決済サービス事業に対する設備投資の総額は60,025千円であります。イン

ターネット及びブロードバンドの普及により急速に増加する決済取扱に耐え得るための当社グループ決済システム設

備の増強・補強、既存サービスシステムをより利便性の高いものとするための機能追加を目的とする開発及び新サー

ビスの提供を目的とする開発が主なものであります。なお、EC事業者支援事業に対する設備投資の総額は25,299千円

であります。

 

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1) 提出会社

2017年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

器具及び備
品（千円）

ソフトウェ
ア（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

本社

（東京都渋谷区）

決済サービス

事業

決済システム

等
35,370 39,870 66,210 157,028 298,478

118

（18）

 

(2) 国内子会社

2017年３月31日現在
 

会社名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額
従業員数
（人）

建物及び
構築物
（千円）

器具及び備
品（千円）

ソフトウェ
ア（千円）

その他
（千円）

合計
（千円）

ビジネスサーチテ

クノロジ株式会社

（東京都渋谷区）

EC事業者支援

事業
情報機器等 － 1,622 35,866 2,055 39,543

22

（－）

（注) １．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．帳簿価額のうち、「その他」はソフトウェア仮勘定及び電話加入権等であります。

３．従業員数の（　）は臨時雇用者数を外数で記載しております。

 

(3) 在外子会社

　該当事項はありません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設

2017年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）

セグメントの

名称
設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着工及び完成予

定年月 完成後の

増加能力総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

本社

（東京都渋谷

区）

決済サービス

事業

決済システム

等
550,282 160,466

自己資金及

び借入金

2015年

４月

2018年

１月

決済システム

の更改

（注) １

本社

（東京都渋谷

区）

決済サービス

事業

仮想デスク

トップインフ

ラの導入

58,918 － 自己資金
2017年

４月

2017年

６月

業務効率の向

上（注) １

（注) １．完成後の増加能力は、合理的な算出が困難なため、増加能力に代えて投資目的を記載しております。
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(2) 重要な設備の改修

2017年３月31日現在
 

事業所名

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

投資予定金額
資金調達

方法

着工及び完成予定年月

総額

（千円）

既支払額

（千円）
着手 完了

本社

（東京都渋谷区）
決済サービス事業

非常用発電装置

及び無停電電源

装置の入替

55,944 － 自己資金 2017年４月 2017年９月

 

(3) 重要な設備の除却等

　特記すべき事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,800,000

計 42,800,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（2017年３月31日）

提出日現在発行数（株）
（2017年６月23日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 21,365,400 24,656,540
韓国証券取引所

（KOSDAQ市場）

当社は単元株制度

を採用しておりま

せん。

計 21,365,400 24,656,540 － －

(注) 当社株式については、韓国KOSDAQ市場上場に際し、すべての発行済株式を韓国證券預託院（KSD）に預託し、こ

れを裏付けに発行された預託証券をもって上場するという手続を踏んでおります。このため、便宜上、当事業

年度末の預託証券保有者が株式名義人となります。

(注) 2017年４月17日を効力発生日とし、SBIホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当による募集株式発

行が行われたことにより、提出日現在の株式発行数は事業年度末時点での発行数から3,291,140株増加し、

24,656,540株となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2012年12月４日

（注）１
5,341,400 21,365,400 727,667 802,667 727,667 752,667

(注) １．第三者割当増資による増加であります。

発行価格　　　１株当たり　3,600ウォン（272.46円）

資本組入額　　１株当たり　1,800ウォン（136.23円）

割当先　　　　韓国預託決済院

なお、2012年12月17日、上記第三者割当増資により発行した当社普通株式を原株とする韓国預託証券を、

韓国証券取引所（KOSDAQ市場）において上場いたしました。

第三者割当増資による増加に関しては韓国ウォンで行っておりますが、12月４日に全額を円転換しており

ます。発行価格及び資本金組入額の韓国ウォンから円への換算については、12月４日の為替レートで算出

し、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

２．2017年４月17日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が3,291,140株、資本金及

び資本準備金がそれぞれ650,000千円増加しております。
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（６）【所有者別状況】

2017年３月31日現在
 

区分

株式の状況（注）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の法
人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － － 1 1 19 1,760 2 1,783 －

所有株式数（株） － － 3,568 14,561,991 351,705 4,829,018 1,619,118 21,365,400 －

所有株式数の割合

（％）
－ － 0.02 68.16 1.65 22.60 7.58 100 －

(注) １．当社普通株式は、韓国預託証券の預託機関である韓国預託決済院を名義人としており、上記及び以下の

「大株主の状況」は韓国預託証券を保有している実質所有により記載しております。

２．自己株式1,619,118株は、「個人その他」に記載しております。

３．2017年４月17日を払込期日とし、SBIホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当による増資を

行っております。それに伴い、提出日現在の所有株式数は事業年度末時点から3,291,140株増加し、24,656,540

株となっております。

 

（７）【大株主の状況】

  2017年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

SBIホールディングス株式会社 東京都港区六本木１丁目6-1 14,561,991 68.16

An-Byeongil
Bundang-gu, Seongnam-si, Gyeonggi-do,

Korea
287,063 1.34

Jang-Mansun Ohjung-gu, Gyeonggi-do, Korea 278,374 1.30

Park-Sanghun Suseong-gu, Daegu, Korea 146,468 0.69

HanaBank (Korea Investment

Value Asset Management)
Jung-Gu, Seoul, 04538, Korea 135,441 0.63

Park-Jangsub Geumcheon-gu, Seoul, 08511, Korea 128,433 0.60

WOOJIN I&S Co.,Ltd Seocho-gu, Seoul, Korea 115,600 0.54

Kim-Ikryong Nowon-gu, Seoul, Korea 110,493 0.52

Lee-Sangchul
Ilsandong-gu, Goyang-si, Gyeonggi-do,

Korea
98,564 0.46

Gang-Sang-Gu Gangbuk-gu, Seoul, Korea 77,784 0.36

計 － 15,940,211 74.60

(注) １．上記のほか、自己株式が1,619,118株あります。

 ２．2017年４月17日を払込期日とし、SBIホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当による増資を

行っております。それに伴い、提出日現在のSBIホールディングス株式会社所有株式数は事業年度末時点から

3,291,140株増加し、17,853,131株となっており、発行済株式総数に対する所有株式数の割合は72.41％となって

おります。
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（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

2017年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,619,118 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 19,746,282 19,746,282 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 21,365,400 － －

総株主の議決権 － 19,746,282 －

(注) 2017年４月17日を効力発生日とし、SBIホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当による募集株式発

行が行われたことにより、提出日現在の株式発行数は事業年度末時点での発行数から3,291,140株増加し、

24,656,540株となっており、完全議決権株式（その他）は23,037,422株、総株主の議決権の数は23,037,422個となっ

ております。

 

②【自己株式等】

2017年３月31日現在
 

所有所の氏名又は

名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

SBI AXES株式会社
東京都渋谷区渋谷

二丁目1番1号
1,619,118 － 1,619,118 7.58

計 － 1,619,118 － 1,619,118 7.58

(注) 2017年４月17日を効力発生日とし、SBIホールディングス株式会社を割当先とする第三者割当による募集株式発

行が行われたことにより、提出日現在の株式発行数は事業年度末時点での発行数から3,291,140株増加し、

24,656,540株となっており、それに伴い発行済株式総数に対する所有株式数の割合は6.57％となっております。

 

（９）【ストック・オプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】　普通株式

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　該当事項はありません。

 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額

（円）

引受ける者の募集を行った取得自己株

式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転

を行った取得自己株式
－ － － －

その他 － － －  

保有自己株式 1,619,118 － 1,619,118 －

 

３【配当政策】

　当社は、利益配分につきましては、将来の事業展開と経営体質の強化のために必要な内部留保を確保しつつ、株主

に対する継続的かつ安定的な利益還元を経営の重要課題と位置付けて、業績や経営環境等を総合的に勘案した上で、

剰余金の配当を実施することを基本方針としております。

　当社は、期末配当として年1回の剰余金の配当を行うことを基本方針としており、その他毎年9月30日を基準日とす

る中間配当、別途基準日を定めて剰余金の配当を行うことができる旨定款に定めています。

　なお、剰余金の配当の決定機関は、期末配当、中間配当、別途定めた基準日に基づく配当すべてにおいて取締役会

であります。

　内部留保金の使途につきましては、今後の事業戦略の展開及びシステム強化を図るために有効投資してまいりたい

と考えております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記方針に基づき１株当たり10円（普通配当）の配当を実施すること

を決定いたしました。

　なお、当事業年度に関わる剰余金の配当は以下のとおりです。

決議年月日 配当金の総額 １株当たり配当額

2017年５月30日

取締役会
197,462,820円 10円
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４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

（上段は、韓国ウォン、下段（　）は円）
 

回次 第２期 第３期 第４期 第５期 第６期

決算年月 2013年３月 2014年３月 2015年３月 2016年３月 2017年３月

最高
4,470

（370.71）

7,420

（685.81）

3,635

（391.85）

4,140

（401.38）

6,750

（631.66）

最低
3,495

（274.40）

2,600

（247.72）

1,920

（201.73）

3,035

（333.42）

3,515

（342.75）

(注) １．最高・最低株価は、韓国証券取引所（KOSDAQ市場）におけるものであります。

２．株価の韓国ウォンから円への換算については、最高・最低株価となった日におけるソウル外国為替仲介株

式会社の基準為替レートにより算出し、小数点第３位を四捨五入して表示しております。

 

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

（上段は、韓国ウォン、下段（　）は円）
 

月別 2016年10月 2016年11月 2016年12月 2017年１月 2017年２月 2017年３月

最高
4,070

（376.64）

4,075

（373.18）

3,790

（379.80）

3,995

（388.40）

4,130

（399.32）

4,040

（404.60）

最低
3,845

（354.91）

3,860

（351.04）

3,515

（342.75）

3,700

（356.83）

3,855

（383.45）

3,820

（380.50）

(注) １．最高・最低株価は、韓国証券取引所（KOSDAQ市場）におけるものであります。

２．株価の韓国ウォンから円への換算については、最高・最低株価となった日におけるソウル外国為替仲介株

式会社の基準為替レートにより算出し、小数点第３位を四捨五入して表示しております。
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５【役員の状況】
男性12名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式

数

（株）

代表取締役 社長 三文字　正孝 1953年７月５日

1978年４月　株式会社富士銀行（現株式会社みずほフィナン

シャルグループ）入行

1987年４月　業務統括部上席調査役

1996年９月　システム開発部副参事役

2003年２月　みずほ信託銀行株式会社証券代行本部次長

2014年４月　当社入社

2015年４月　当社社長室長

2015年６月　株式会社ゼウス代表取締役（現任）

2015年６月　AXES USA Inc.社長（現任）

2015年６月　AXES Netherlands B.V.取締役（現任）

2015年６月　AXES Hong Kong LIMITED取締役（現任）

2015年６月　当社代表取締役社長（現任）

(注)３ ―

取締役 常務 山口　智宏 1970年７月19日

1998年４月　税理士法人大和入所

2000年１月　税理士法人山田＆パートナーズ　株式公開部入所

　　　　　　優成監査法人へ兼務出向

2001年９月　ソフトバンク・ファイナンス株式会社（現ソフト

バンクテレコム株式会社）入社

2006年６月　SBIベリトランス　取締役執行役員専務

2006年11月　eCURE株式会社　取締役執行役員

2009年１月　SBIチャイナブランディング　取締役執行役員

2009年11月　SBIリサーチ株式会社（現iResearch Japan株式会

社）取締役執行役員CFO

2010年１月　SBIナビ株式会社（現ナビプラス株式会社）取締

役執行役員

2012年９月　econtext Asia Limited

　　　　　　executive director and Chief Financial

Officer

2015年11月　SBIホールディングス株式会社　海外事業管理部

長

2015年12月　SBI Strategy Development Co., Limited取締役

2015年12月　SBI Hong Kong Holdings Co., Limited取締役

2016年１月　SBI Ven Capital Pte Ltd取締役

2016年１月　SBI Ven Holdings Pte.Ltd.取締役

2016年１月　SBI-Jefferies Strategic Investments Asia

Ltd.取締役

2016年２月　SBI Ventures Malaysia Sdn. Bhd.取締役

2016年６月　SBIH Investment Vietnam I Pte. Ltd.取締役

2016年８月　SBI VENTURES SINGAPORE PTE. LTD.取締役

2016年８月　SBI（B）SDN BHD取締役

2016年８月　SBI & TH (Beijing) Venture Capital

Management Co., Ltd.　取締役

2016年９月　PNB－SBI ASEAN Gateway Investment Management

Limited　取締役

2017年６月　当社取締役（現任）

(注)３ ―

取締役  知念　哲也
1974年４月17日

生

2001年６月　野邊法律事務所入所

2002年11月　株式会社ゼロ（現株式会社AXES Payment）入社

2005年11月　同社法務部長

2011年４月　株式会社AXES Holdings（現当社）取締役執行役

員（最高法務責任者）

2014年６月　当社取締役（現任）

(注)３ ―

取締役  阿部　純一郎
1966年９月29日

生

1993年10月　朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入所

1997年４月　公認会計士登録

1998年10月　株式会社ビジコム入社

2002年５月　髙野総合会計事務所入所

2012年４月　株式会社AXES Holdings（現当社）経営企画室長

2014年６月　当社取締役（現任）

2014年７月　ビジネスサーチテクノロジ株式会社非常勤監査役

（現任）

2015年６月　AXES SOLUTIONS PTE. LTD.取締役（現任）

(注)３ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式

数

（株）

取締役  金子　雄一
1970年12月20日

生

1994年４月　株式会社日本長期信用銀行（現株式会社新生銀

行）入行

2000年４月　ソフトバンク・インベストメント株式会社（現

SBIインベストメント株式会社）入社

2013年６月　当社取締役（現任）

2015年４月　SBIインベストメント株式会社取締役執行役員

2016年12月　Aviation Ventures株式会社代表取締役（現任）

2017年２月　SBI FinTech Incubation株式会社取締役（現任）

2017年３月　SBI地方創生支援株式会社監査役（現任）

2017年４月　SBIインベストメント株式会社取締役執行役員常

務（現任）

2017年４月　SBIリーシングサービス株式会社取締役（現任）

(注)３ ―

取締役  崔　世泳
1979年７月29日

生

2005年12月　現代証券株式会社リサーチセンター、経済分析部

アナリスト

2008年７月　同社国際営業本部国際業務部海外事業部アシスタ

ントマネージャー

2010年８月　ハナ大投証券株式会社資本市場本部ECM室マネー

ジャー

2012年９月　SBIモーゲージ株式会社海外事業部部長

2014年10月　SBI AXES株式会社IR室長

2015年６月　SBI AXES Korea Co.,Ltd.社長（現任）

2015年６月　当社取締役（現任）

(注)３ ―

取締役  江口　二郎
1976年12月16日

生

2001年10月　新日本監査法人（現新日本有限責任監査法人）入

所

2005年６月　公認会計士登録

2006年７月　株式会社パートナーズ・コンサルティング入社

2008年７月　公認会計士江口二郎事務所開設

2009年６月　税理士登録

2009年７月　東京第一監査法人代表社員（現任）

2011年10月　株式会社AXES Holdings（現当社）社外取締役

（現任）

(注)３ ―

取締役  原　祐二
1971年３月24日

生

1994年４月　姫野司法書士事務所入所

2001年10月　優成監査法人入所

2004年７月　監査法人トーマツ（現有限責任監査法人トーマ

ツ）入所

2013年５月　株式会社オートサーバー内部監査室長

2015年６月　公認会計士登録

2015年６月　当社社外取締役（現任）

2016年８月　株式会社カタリナ監査役（現任）

(注)３ ―

常勤監査

役
 木村　睦彦 1955年９月20日

1978年４月　大野敬介司法書士事務所　入所

2002年６月　株式会社ジェイシーエヌランド（現SBIビジネ

ス・ソリューションズ株式会社）入社

2005年６月　株式会社ジェイシーエヌランド（現SBIビジネ

ス・ソリューションズ株式会社）監査役

2006年２月　SBIビジネス・ソリューションズ株式会社監査役

（現任）

2017年６月　当社常勤監査役（現任）

(注)４ ―

監査役  堤　広太
1977年６月５日

生

2006年12月　新日本監査法人（現新日本有限責任監査法人）入

所

2010年７月　公認会計士登録

2010年11月　堤広太公認会計士事務所開設）

2011年10月　株式会社AXES Holdings（現当社）常勤監査役

2017年６月　当社監査役（現任）

(注)４ ―
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有株式

数

（株）

監査役  茂木　亮一
1970年１月24日

生

1996年10月　KPMGセンチュリー監査法人（現有限責任あずさ監

査法人）入所

2000年９月　茂木公認会計士事務所開設

2001年４月　公認会計士登録

2003年１月　株式会社パートナーズ・コンサルティング入社

2008年１月　税理士登録

2009年７月　東京第一監査法人設立代表社員（現任）

2011年10月　株式会社AXES Holdings（現当社）監査役（現

任）

(注)４ ―

監査役  坂本　朋博
1962年12月17日

生

1987年４月　株式会社東京銀行（現株式会社三菱東京UFJ銀

行）入行

1996年10月　KPMGセンチュリー監査法人（現有限責任あずさ監

査法人）入所

1998年７月　KPMGビジネスアシュアランス株式会社（現有限責

任あずさ監査法人）転籍

2000年４月　公認会計士登録

2001年４月　坂本公認会計士事務所開設

2007年９月　弁護士登録　三井法律事務所入所

2012年５月　坂朋法律事務所開設

2013年６月　当社監査役（現任）

(注)４ ―

    計  ―

(注) １．取締役　江口　二郎及び原　祐二は、社外取締役であります。

２．監査役４名の内１名は常勤監査役であり、３名（堤　広太及び茂木亮一並びに坂本朋博）は社外監査役で

あります。

３．2017年６月22日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

４．2016年６月23日開催の定時株主総会の終結の時から４年間、但し2017年６月22日開催の定時株主総会にお

いて選任された監査役については当該定時株主総会の終結の時から４年間

５．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 所有株式数（株）

堀　暢夫 1979年２月２日

2001年10月　朝日監査法人（現有限責任あずさ監査法人）入所

2003年１月　新日本監査法人（現新日本有限責任監査法人）入所

2005年７月　公認会計士登録

2011年１月　堀暢夫公認会計士事務所開設（現任）

2011年６月　税理士登録

―
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は「経営の効率性及び透明性の向上」を通してステークホルダーであるお客さま、株主の皆様等から高い

評価と揺るぎない信頼を確立するため、コーポレート・ガバナンスの強化を経営の最重要課題と位置付け、その

充実に向けた諸施策に取り組んでおります。そのために、経営の「意思決定」、「コントロール」、「モニタリ

ング」の分離を明確にしております。株主総会は、会社の最高意思決定機関であり、取締役会は経営執行及び監

督の最高機関であり、代表取締役社長をはじめとした各取締役が株主総会及び取締役会の意思決定に基づいて業

務をコントロールしております。また、モニタリングに関しては、社外監査役を積極的に登用し、監査役会の機

能を強化することで、取締役会の公平性を確保しております。

 

②　企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

（ⅰ）コーポレート・ガバナンス体制

　当社は、監査役会設置会社の形態を採用し、コーポレート・ガバナンスの強化に努めております。当社監

査役の四分の三が社外監査役であり、中立的な立場で経営のモニタリングを行っております。

　当社の取締役は８名で、経営の意思決定、業務執行の監督という位置付けから、取締役会を原則月１回、

また必要に応じて随時開催しております。また、取締役会で決定した基本方針に基づき、迅速な業務執行を

促進させるため、業務執行に関する重要事項の協議機関として、幹部会議を設置しております。加えて、個

人情報保護等情報セキュリティを強化する機関としてリスク管理室を設置しており、定期的にセキュリティ

監査、従業員に対する啓蒙活動、経営陣への報告等を実施しております。

　また、監査役会を原則月１回、また必要に応じて随時開催しております。監査役は取締役会に出席する

他、常勤監査役においては社内の重要会議へ出席し、経営の意思決定に際し、適切な提言・助言を行ってお

ります。監査役は内部監査室あるいは会計監査人と積極的に意見及び情報の交換を行う等、緊密な関係を図

り、効率的な監査の実施に努めております。加えて、監査役は、内部監査室から、内部統制システムにおけ

る各体制の整備状況及び各体制の実効性に影響を及ぼす重要な事象について、対応状況を含め定期的に報告

を受け、必要に応じて説明を求め、助言又は勧告を行う等、内部統制システムの整備強化に努めておりま

す。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩ　ＡＸＥＳ株式会社(E27562)

有価証券報告書

 28/100



（ⅱ）コーポレート・ガバナンス、業務執行の仕組み

※幹部会議は代表取締役が指名する取締役及び従業員で構成されます。
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③　会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況

　当社は、企業経営の透明性と健全性を維持し、迅速な経営判断による各種施策を効率的に執行するために内部

統制システムを整備し、健全な内部統制システムにより、業務執行を行うことが重要だと認識しております。

　また、健全な内部統制システムは、以下の体制を採る必要があると考え、整備に努め、実施しております。

（ⅰ）取締役の職務執行の法令等への適合を確保するための体制

１．取締役会を原則として月１回、また必要に応じて随時開催し、経営上の重要な業務執行に関する意思決定

を行うと共に、取締役の職務執行を監督しております。

２．「公益通報者保護規程」を制定し、通報窓口を設けると共に、場合によっては調査委員会を設置すること

によって取締役のコンプライアンスに反する行為等の早期発見と是正を図っております。また、通報者が

不利益を被らないよう通報者の保護を目的とする項目を「就業規則」中に設けております。

 

（ⅱ）取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

１．取締役会議事録等の法令で定められた文書及びその他重要な意思決定に係る文書については「文書管理規

程」及び「文書保存期間一覧表」に基づき、定められた管理部門が部門長の責任のもと保存・管理してお

ります。

２．その他取締役の業務執行に係る各種情報に関しても、上記規程に基づき定められた管理部門が部門長の責

任のもと保存・管理しております。

 

（ⅲ）損失の危険の管理に関する規程その他の体制

１．業務運営に関するリスクについては、代表取締役が指名する取締役及び従業員が出席する幹部会議を開催

し、統制を行っております。

２．事業運営上特に重要なリスクについては、内容に応じて、「業務分掌規程」に基づき定められた担当部署

が、その部門長の責任に基づき適宜リスクの抽出、分類、評価を行い、全社及び部門業務に係る重要なリ

スクを明確にし、速やかに幹部会議に報告しております。幹部会議は、担当部署を統括する幹部会議出席

者から重要なリスクについて報告があった場合は、当該リスクについて検討し対応を行っております。

３．各幹部会議出席者は、分掌範囲で明確にされた重要なリスクについて、責任を持って管理し、対応してお

ります。また、リスクの内容及び対応について、適宜幹部会議に報告を行っております。

４．自然災害等による非常事態に関するリスクに備えた規程を整備し、管理体制を定めております。

 

（ⅳ）取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

１．事業運営上の重要事項について事前の審議・検討・調整を行うため、代表取締役が指名する取締役及び従

業員が出席する幹部会議を開催し、幹部会議において当該事業運営上の重要事項について審議・検討・調

整した結果を取締役会に上程しております。

２．取締役会は、取締役の業務委嘱、業務担当等を定め、取締役は、これに基づき業務の執行に当たっており

ます。

３．取締役及び従業員の適正かつ効率的な職務執行を確保するため、各部署の分掌事項、各職位の基本的役割

と職務及び権限等を定める「業務分掌規程」及び「決裁権限規程」を整備しております。

４．取締役会は、「取締役会規程」に基づき、定時には月に１回、臨時には必要に応じて開催されるものと

し、「取締役会規程」の改廃は取締役会決議により行っております。

 

（ⅴ）使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

１．「就業規則」、「セキュリティルール」等の整備に加え、コンプライアンスの推進・徹底を図るため、従

業員に対する教育や研修等を行っております。

２．「公益通報者保護規程」を制定し、通報窓口を設けると共に、場合によっては調査委員会を設置すること

によってコンプライアンスに反する行為等の早期発見と是正を図っております。また、通報者が不利益を

被らないよう通報者の保護を目的とする項目を「就業規則」中に設けております。

３．業務運営の適正性と経営効率の向上等を図るため、執行部門から独立した内部監査室による監査を実施し

ております。

 

（ⅵ）企業グループにおける業務の適正を確保するための体制

１．グループ会社の事業計画や実績を把握し、経営状態を総括的に管理評価するために、グループ会社と緊密

な情報連携を図っております。

２．グループ内の各会社に「SBI AXESグループ関係会社管理規程」を設ける事で、グループ内業務の適正と効

率を図る事としております。

３．グループ会社の株主総会に関する議決権については、グループ全体の利益を考慮しそれに沿う形で行使し

ております。

 

（ⅶ）監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人（以下「補助使用人」

という。）に関する事項
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　監査役の求めに応じて必要なスタッフを適宜置き、また、内部監査室とも連携し、監査役の職務遂行に資

する体制としております。

 

（ⅷ）補助使用人の取締役からの独立性及び監査役の補助使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

１．補助使用人の職務執行について、取締役の指揮命令からの独立性を確保する体制としております。

２．補助使用人の人事及び評価に関する事項については監査役の意見を尊重することとしております。

 

（ⅸ）監査役への報告に関する体制

　当社グループの取締役及び使用人の職務の執行が、法令又は定款に準じたものであること、あるいは当社

グループの取締役の経営に係る意思決定過程が合理的かつ適法であることを監査するため、取締役会に原則

全監査役が出席する事としております。また、重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役又は使用人に説明

を求めることができる体制としており、その報告した使用人に対して不利な取扱いは行わないこととしてお

ります。

 

（ⅹ）事業報告作成会社の監査役の職務の執行について生じる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職務執

行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

　当社グループが、監査役の職務執行上必要と認める監査役が支出した費用について監査役の償還請求に応

じる事としております。

 

（ⅺ）その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　内部監査室は、監査役と意見交換等を行う会議を定期的に開催することにより、監査役監査の実効性を高

めるための環境整備を行っております。

 

④　内部監査及び監査役監査の状況

　当社は代表取締役社長の直轄部門として内部監査室を設置し、内部監査室が必要に応じて外部専門家の協力を

得て、使用人の職務の執行を監査し、法令、定款、社内規程類への違反行為を未然に防止する体制をとっており

ます。内部監査室長は内部監査の結果について年に一度取締役会に報告するものとしております。内部監査室は

２名で構成され、「内部監査規程」等に基づき、年に一度策定する内部監査計画に基づく監査を行うと共に、必

要に応じ代表取締役社長特命による監査の実施を行っております。

　監査役監査については、常勤監査役が中心となり原則取締役会にはすべて出席し、さらに社内の重要な会議に

も積極的に参加し、取締役の職務執行を充分に監視できる体制となっております。内部監査室及び監査役は内部

監査計画、進捗情報、結果等の打ち合わせを含め、定期的に情報交換を行うことで相互の連携を高めておりま

す。

　監査役は、取締役会その他重要な会議に出席するほか、取締役から営業の報告を聴取し、重要な決裁書類等を

閲覧し、各部門において業務及び財産の状況を調査すると共に、決算期においては会計帳簿等の調査、書類及び

附属明細書につき検討を加えた上で、監査報告書を作成しております。さらに、コーポレート・ガバナンスの観

点から、取締役の執行が適法性を欠く恐れがある場合には、必要な助言等を行い、的確に職務を遂行しておりま

す。

 

⑤　会計監査の状況

　当社の会計監査業務を執行した公認会計士は加藤博久氏及び森田健司氏であり、有限責任監査法人トーマツに

所属しております。また、当社の監査業務に係る補助者は、公認会計士８名、その他16名であります。当社の会

計監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の選定基準に基づき決定されております。具体的には、公認会計士

を主たる構成員とし、その他の補助者も加えて構成されております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査

法人の業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はなく、また、同監査法人はすでに自主的に業務執行社員

について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよう措置をとっております。当社は、会社法

監査と金融商品取引法監査について、監査契約を締結し、それに基づいて報酬を支払っております。

 

⑥　社外取締役

　当社の社外取締役は２名であります。

　社外取締役江口二郎氏は、公認会計士江口二郎事務所代表、東京第一監査法人代表社員を兼務しております。

なお、当社との間に特別の利害関係はございません。

　社外取締役原祐二氏は、公認会計士としての経験・識見が豊富であります。なお、当社との間に特別の利害関

係はございません。

　社外取締役は、それぞれ幅広い知識と高い知見を備えており中立の立場から当社の事業に関し、経営監視を

行っております。

 

⑦　社外監査役

　社外監査役は３名であり、全員が非常勤監査役にて構成されております。
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　社外監査役茂木亮一氏は、非常勤監査役であり、東京第一監査法人代表社員を兼務しております。

　社外監査役坂本朋博氏は、非常勤監査役であり、坂朋法律事務所代表を兼務しております。

　社外監査役堤広太氏は、非常勤監査役であり、堤広太公認会計士事務所代表を兼務しております。

　非常勤監査役３名は、公認会計士であり公認会計士事務所代表、監査法人代表社員を兼務する等、それぞれ幅

広い知識と高い知見を備えており中立の立場から当社の事業に関し、経営監視を行っております。

 

⑧　リスク管理体制の整備の状況

　当社のリスク管理体制は、代表取締役社長の直轄部門として内部監査室を設置し、内部監査室が必要に応じて

外部専門家の協力を得て、「内部監査規程」等に基づき使用人の職務の執行を監査し、法令、定款、社内規程類

への違反行為を未然に防止する体制をとっております。内部監査室長は内部監査の結果について年に一度取締役

会に報告するものとしております。

　また、当社のリスクを管理する会議体として幹部会議を設置し、幹部会議出席者は、各分掌範囲のリスクを把

握し、当該リスクの内容及び対応案等について適宜報告する体制をとっております。

　取締役は、重大な法令・定款違反行為その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場合には、当社

の監査役に報告するものとしております。

 

⑨　役員報酬の内容

　当社の取締役及び監査役に対する報酬は以下のとおりであります（当事業年度　自2016年４月１日　至2017年

３月31日）。

区分 支給人員 報酬等の額

取締役

（うち社外取締役）

５名

（２名）

45百万円

（２百万円）

監査役

（うち社外監査役）

３名

（３名）

６百万円

（６百万円）

合計

（うち社外役員）

８名

（５名）

51百万円

（８百万円）

(注) 株式会社AXES Payment及び株式会社ゼウスにおける各株主総会（2011年３月28日）で承認された共同株式移転

計画書別紙の定款附則第38条により取締役報酬限度額（使用人兼務取締役の使用人分の報酬を除く。）は年額

２億16百万円であります。

　また、監査役報酬限度額については当社株主総会（2017年６月22日）において、年額30百万円に改定する旨

決議されております。

 

⑩　取締役の定数

　当社は、取締役の定数について３名以上10名以内とする旨を定款に定めております。

 

⑪　取締役の選任決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の過半数以上を有する株主

が出席し、出席した株主の議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議

は、累積投票によらないとする旨を定款に定めております。

 

⑫　株主総会決議事項を取締役会で決議できるとした事項

１．当社は、会社法第165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

することができる旨を定款に定めております。これは、機動的な資本政策の遂行を可能とすることを目的と

するものであります。

２．当社は、会社法第454条第１項各号に定める事項については、法定に別段の定めのある場合を除き、取締役

会の決議によって、剰余金の配当を行うことができる旨を定款に定めております。

３．当社は、会社法第454条第５項の規定により、取締役会の決議によって中間配当を行うことができる旨を定

款に定めております。
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⑬　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第423条第１項の賠償責任について、同法第425条に従い、賠償責任額から最低責任限度額を控

除して得た額を限度として株主総会の特別決議によって免除することができる旨を定款に定めております。ま

た、当社は会社法第427条の定めに従い、社外取締役、社外監査役（以下「社外取締役等」という。）との間

で、当該社外取締役等が職務を行うにつき、善意でかつ重大な過失がない時は行為をした日以前の１年間の報酬

額に３を乗じた額と法令が規定する額とのいずれか高い額を賠償責任の限度とする旨の契約を締結することがで

きる旨を定款で定めております。これは、取締役及び監査役が職務の遂行に当たり期待される役割を十分に発揮

できることを目的とするものであります。

 

⑭　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の過

半数を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３分の２以上、かつ、発行済株式総数の３分の１以上

に当たる多数をもって行う旨を定款に定めております。これは取締役及び監査役が職務の遂行に当たり期待され

る役割を十分に発揮できることを目的とするものであります。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

監査証明業務に基づく
報酬（千円）

非監査業務に基づく報
酬（千円）

提出会社 32,200 － 32,200 －

連結子会社 － － － －

計 32,200 － 32,200 －

 

②【その他重要な報酬の内容】

（前連結会計年度）

　当社は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているデロイトトウ

シュトーマツのメンバーファームに対して監査証明業務に基づく報酬17,000千円、非監査業務に基づく報酬の支

払いはありません。

 

（当連結会計年度）

　当社は、当社の会計監査人である有限責任監査法人トーマツと同一のネットワークに属しているデロイトトウ

シュトーマツのメンバーファームに対して監査証明業務に基づく報酬14,000千円、非監査業務に基づく報酬の支

払いはありません。

 

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

（当連結会計年度）

　該当事項はありません。

 

④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査対象会社数や監査日程等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1) 当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令

第28号）第１条の２に掲げる「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、国

際会計基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。

　本報告書の連結財務諸表等の金額の表示は、千円未満を四捨五入して記載しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下、

「財務諸表等規則」）に基づいて作成しております。

　本報告書の財務諸表等の金額の表示は、千円未満を切捨てて記載しております。

　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（2016年４月１日から2017年３月31日

まで）の連結財務諸表及び事業年度（2016年４月１日から2017年３月31日まで）の財務諸表について、有限責任監査

法人トーマツによる監査を受けております。

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適

正に作成することができる体制の整備について
　当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み及びIFRSに基づいて連結財務諸表等を適正に作成

することができる体制の整備を行っております。その内容は以下のとおりであります。

(1) IFRSの適用については、国際会計基準審議会が公表するプレスリリースや基準書を随時入手し、最新の基準の把

握を行っております。

(2) 会計基準の変更等に的確に対応することができる体制を整備するために、IFRSに関する十分な知識を有した従業

員を配置しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結財政状態計算書】

（単位：千円）
 

 
注記
番号

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

 
当連結会計年度
（2017年３月31日）

資産      

非流動資産      

有形固定資産（純額） 14  99,498  74,567

のれん 15  95,064  95,064

無形資産 15  275,266  259,252

持分法で会計処理されている投資 16  731,155  735,149

繰延税金資産 11  184,136  199,023

その他の金融資産 19,28  253,747  279,417

その他の非流動資産 19  3,840  1,099

非流動資産合計   1,642,706  1,643,571

流動資産      

棚卸資産 17  130  721

売上債権及びその他の債権 18,28  474,918  695,364

未収還付法人所得税 11  －  23

その他の金融資産 19,28  81,173  49,585

その他の流動資産 19  219,946  259,751

現金及び預金 30  8,235,342  9,561,242

流動資産合計   9,011,509  10,566,686

資産合計   10,654,215  12,210,257
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（単位：千円）

 

 
注記
番号

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

 
当連結会計年度
（2017年３月31日）

負債及び資本      

負債      

非流動負債      

長期借入金 24  439,435  377,615

引当金 25  45,206  45,892

非流動負債合計   484,641  423,507

流動負債      

短期借入金 24  393,093  390,652

仕入債務及びその他の債務 26  6,435,810  7,750,990

未払法人所得税 11  52,990  119,827

引当金 25  78,428  84,604

その他の流動負債 27  284,574  347,287

流動負債合計   7,244,895  8,693,360

負債合計   7,729,536  9,116,867

資本      

資本金 20  802,667  802,667

資本剰余金 21  1,248,406  1,248,406

利益剰余金 22  1,385,129  1,553,814

自己株式 20  （521,597）  （521,597）

累積その他の包括利益 23  10,074  10,100

親会社の所有者に帰属する持分   2,924,679  3,093,390

資本合計   2,924,679  3,093,390

負債及び資本合計   10,654,215  12,210,257
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②【連結包括利益計算書】

（単位：千円）
 

 
注記
番号

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

 
当連結会計年度

（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

収益
６,７,
29

 7,160,816  8,076,636

売上原価 29  （5,173,198）  （5,934,453）

売上総利益   1,987,618  2,142,183

販売費 29  （384,259）  （519,526）

管理費 29  （1,115,575）  （1,081,681）

その他の収益・費用 ９  （6,078）  5,359

営業利益   481,706  546,335

金融収益 ８  4,473  4,414

為替差損益   （52,791）  （695）

財務費用 10  （5,430）  （10,672）

持分法による投資損益 ６,16  56,355  3,994

税引前当期利益   484,313  543,376

法人所得税 11  （39,212）  （177,228）

当期利益 ６,12  445,101  366,148

その他の包括利益      

その後に純損益に振り替えられる

可能性がある項目
     

為替換算調整勘定 23  （9,403）  26

税引後その他の包括利益   （9,403）  26

当期包括利益   435,698  366,174

当期利益の帰属      

親会社の所有者   445,101  366,148

非支配持分   －  －

当期利益 ６,12  445,101  366,148

当期包括利益の帰属      

親会社の所有者   435,698  366,174

非支配持分   －  －

当期包括利益   435,698  366,174

１株当たり利益      

基本的及び希薄化後１株当たり利益（円） 13  21.13  18.54
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③【連結持分変動計算書】

（単位：千円）
 

 
注記
番号

資本金

資本剰余金

利益剰余金 自己株式

累積その他
の包括利益

資本合計

資本準備金
その他
資本剰余金

資本剰余金
合計

為替換算調
整勘定

2015年４月１日  802,667 670,470 577,936 1,248,406 1,153,179 (15,572) 19,477 3,208,157

当期包括利益          

当期利益 12     445,101   445,101

税引後その他の包括利
益

23       (9,403) (9,403)

当期包括利益合計  － － － － 445,101 － (9,403) 435,698

自己株式の取得 20      (502,348)  (502,348)

自己株式取得コスト 20      (5,496)  (5,496)

資本で直接認識される
法人所得税

11,20      1,819  1,819

剰余金の配当 22     （213,151）   （213,151）

2016年３月31日  802,667 670,470 577,936 1,248,406 1,385,129 (521,597) 10,074 2,924,679

当期包括利益          

当期利益 12     366,148   366,148

税引後その他の包括利
益

23       26 26

当期包括利益合計  － － － － 366,148 － 26 366,174

剰余金の配当 22     （197,463）   （197,463）

2017年３月31日  802,667 670,470 577,936 1,248,406 1,553,814 (521,597) 10,100 3,093,390
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）
 

 
注記
番号

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

 
当連結会計年度

（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

営業活動によるキャッシュ・フロー      

１．営業活動によるキャッシュ・フロー      

(1）税引前当期利益   484,313  543,376

(2）加減      

減価償却費及び償却費   119,962  126,217

金融収益   （4,473）  （4,414）

財務費用   5,430  10,672

為替差損益   41,597  1,251

持分法による投資損益   （56,355）  （3,994）

固定資産除却損   13,518  53

雑損失   144  176

   119,823  129,961

(3）運転資本の増減      

売上債権及びその他の債権の増減   （182,603）  （247,151）

棚卸資産の増減   91  （591）

貸倒引当金の増減   （8,612）  26,009

その他資産の増減   （22,492）  （34,438）

仕入債務及びその他の債務の増減   373,376  1,345,792

引当金の増減   （2,926）  6,176

その他負債の増減   （132,763）  61,806

   24,071  1,157,603

小計   628,207  1,830,940

２．利息の支払額   （4,761）  （9,981）

３．法人所得税の支払額   （111,456）  （125,333）

営業活動によるキャッシュ・フロー   511,990  1,695,626
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（単位：千円）

 

 
注記
番号

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

 
当連結会計年度

（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

投資活動によるキャッシュ・フロー      

その他の金融資産の取得による支出   （155,000）  （41,432）

匿名組合からの分配による収入   791  8,205

利息及び配当金の受取額   3,585  3,478

有形固定資産の取得による支出   （17,996）  （25,222）

持分法で会計処理されている投資の取得による

支出
  （412,300）  －

無形資産の取得による支出   （143,325）  （84,866）

差入営業保証金の純増減額   32,355  39,057

その他の収入   10,135  557

投資活動によるキャッシュ・フロー   （681,755）  （100,223）

財務活動によるキャッシュ・フロー      

長期借入金の借入れによる収入   545,000  26,000

長期借入金の返済による支出   （7,667）  （92,004）

自己株式の取得による支出   （502,348）  －

配当金の支払額   （213,151）  （197,463）

その他の支出   （10,301）  －

財務活動によるキャッシュ・フロー   （188,467）  （263,467）

現金及び現金同等物の増加額（減少額）   （358,232）  1,331,936

現金及び現金同等物の期首残高   8,654,325  8,235,342

現金及び現金同等物に係る為替変動の影響額   （60,751）  （6,036）

現金及び現金同等物の期末残高 30  8,235,342  9,561,242
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【連結財務諸表注記】

１．報告企業

　SBI AXES株式会社（以下、「当社」）は日本に所在する企業であります。

　その登記している本社及び主要な事業所の住所は当社のウェブサイト(URL http://www.axes-group.co.jp/)

で開示されております。

 

　当社の連結財務諸表は、2017年３月31日を期末日とし、当社及びその子会社（以下、「当社グループ」）に

より構成されております。

 

　当社グループは、電子商取引業者（以下、「加盟店」）と最終消費者間の決済が安全かつ簡単で、そして低

コストで行われるように取次ぐ決済サービス事業とEC事業者の集客やマーケティングを支援するEC事業者支援

事業を営んでおります。各事業の内容については注記６に記載しております。

 

２．作成の基礎

(1) IFRSに準拠している旨

　当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大

蔵省令第28号）第１条の２の「指定国際会計基準特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定によ

り、国際会計基準（IFRS）に準拠して作成しております。

 

(2) 測定の基礎

　当連結財務諸表は、以下の会計方針で記載されているとおり、各報告期間の末日に公正価値で測定されて

いる特定の金融商品を除き、取得原価基準で表示されています。

取得原価は通常は財貨及びサービスと交換に受取った対価の公正価値に基づくものです。

 

　公正価値は、その価格が直接観察可能であるか、他の評価技法を用いて見積られるかにかかわらず、測定

日時点で、市場参加者間の秩序ある取引において、資産を売却するために受取るであろう価格又は負債を移

転するために支払うであろう価格です。資産又は負債の公正価値を見積もるにあたり、当社グループは、市

場参加者が測定日において当該資産又は負債の価格付けにあたり、資産又は負債の特徴を考慮しています。

この連結財務諸表における測定及び（又は）開示目的での公正価値は、IAS第17号「リース」の範囲内であ

るリース取引、IAS第２号「棚卸資産」における正味実現可能価額又はIAS第36号「資産の減損」における使

用価値のような公正価値と何らかの類似性はあるが公正価値ではない測定を除き、上記のように決定されて

います。

 

(3) 機能通貨と表示通貨

　当社グループ各社の財務諸表は、その企業の営業活動が行われる主たる経済環境での通貨（「機能通

貨」）で表示されます。連結財務諸表の作成のため、当社グループ各社の財務諸表は、機能通貨が、表示通

貨である日本円と異なる場合には表示通貨である日本円に換算され連結財務諸表に含められます。
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３．重要な会計方針

(1) 連結の基礎

①　子会社

　当連結財務諸表は、当社グループが支配している（組成された企業を含む）事業体（子会社）の財務諸

表に基づき作成しています。支配は、以下のすべてを満たす場合に達成されます。

・当社グループが投資先に対してパワーを有している

・当社グループが、投資先への関与により生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し

ている

・当社グループが、そのリターンの額に影響を及ぼすように投資先に対するパワーを用いる能力を有して

いる

 

　当社グループは、上述の支配の３つの要素のいずれかに変化があったことを示す事実や状況がある場合

には、投資先を支配しているかどうかを再判定しています。

　当社グループは投資先の議決権の過半数を有していなくても、当該議決権が投資先の関連性のある活動

を一方的に指図する実質上の能力を有するのに十分である場合には投資先に対してパワーを有していま

す。当社グループは、投資先の議決権が投資先に対するパワーを有するに十分かどうか評価する際には、

以下を含むすべての事実又は状況を考慮しています。

・他の議決権保有者の保有の規模及び分散状況との比較における当社グループの議決権保有の相対的規模

・当社グループ、他の議決権保有者又は他の当事者が保有している潜在的議決権

・他の契約上の取決めから生じる権利

・意思決定を行う必要があるときに関連性のある活動を指示する現在の能力を、当社グループが有してい

ること又は有していないことを示す追加的な事実及び状況（過去の株主総会における投票パターンを含

む）

　当社グループは子会社に対して支配を獲得したときに当該子会社の連結を開始し、支配を喪失したとき

に連結を終了します。具体的には、当連結会計年度に取得又は処分した子会社の収益及び費用について

は、子会社に対する支配の獲得日から喪失日まで連結包括利益計算書に含まれています。

　純損益とその他の包括利益のそれぞれの要素は当社グループの株主帰属分と非支配持分帰属分に配分さ

れます。子会社の包括利益合計額は、たとえ非支配持分が負の残高になる場合でも、当社グループの株主

帰属分と非支配持分帰属分に配分されます。

　連結子会社が採用する会計方針が当社グループの会計方針と異なる場合には、必要に応じて当該連結子

会社の財務諸表に調整を加えています。

　すべてのグループ内部での取引に関連する資産、負債、資本、収益、費用及びキャッシュ・フローは、

連結財務諸表作成にあたり全額消去しています。

 

②　関連会社

　関連会社とは、当社グループがその企業の財務及び営業の方針に対して重要な影響力を有しているもの

の、支配又は共同支配を有していない企業をいいます。当社グループが他の企業の議決権の20％以上50％

以下を保有する場合、当社グループは当該他の企業に対して重要な影響力を有していると推定されます。

関連会社に対する投資は取得時に取得原価で認識し、持分法を用いて会計処理しております。持分法で

は、関連会社に対する投資は当初取得原価で計上され、重要な影響力を有することとなった日から重要な

影響力を喪失する日までの、関連会社の純損益及びその他の包括利益（当社グループの会計方針に整合さ

せるための調整後）に対する当社グループの持分を認識し、関連会社に対する投資額を修正します。

関連会社の損失に対する当社グループの持分相当額が関連会社に対する投資持分（実質的に関連会社に対

する正味投資の一部を構成する長期投資を含む）を上回った場合には、当社グループが関連会社に代わっ

て債務（法的債務又は推定的債務）を負担する、又は支払いを行う場合を除き、それ以上の損失について

は認識しません。

取得原価が取得日に認識された関連会社の識別可能資産、負債及び偶発負債の公正価値純額の当社グルー

プの持分を超える金額は、のれんとして認識し、関連会社に対する投資の帳簿価額に含まれます。取得日

に認識された関連会社の識別可能資産、負債及び偶発負債の公正価値純額の当社グループの持分が取得原

価を超える金額は直ちに損益で認識しております。

関連会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成するのれんは別個に認識されておらず、個別に減損テスト

を実施しておりませんが、関連会社に対する投資を単一の資産として、関連会社に対する投資が減損して

いる客観的な証拠が存在する場合に、減損テストの対象としております。
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(2) 企業結合

　事業の取得は取得法で会計処理をしています。企業結合時に引き渡した対価は、当社グループが移転した

資産、被取得企業の従前の所有者に対する当社グループの負債、そして被支配企業の支配と交換に当社グ

ループが発行した資本持分の取得日の公正価値の合計として測定されます。取得関連費用は発生時に純損益

で認識します。

　取得日において、識別可能な取得した資産及び引受けた負債は、以下を除き、取得日における公正価値で

認識されます。

 

・繰延税金資産（又は繰延税金負債）及び従業員給付契約に関連する資産（又は負債）は、それぞれIAS第

12号「法人所得税」及びIAS第19号「従業員給付」に従って認識し測定されます。

・「被取得企業の株式に基づく報酬契約」又は「被取得企業の株式に基づく報酬制度を当社グループの制度

に置換えるために発行された当社グループの株式に基づく報酬契約」に関する負債又は資本性金融商品

は、取得日にIFRS第２号「株式に基づく報酬」に従って測定されます。

・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的保有に分類される資産又

は処分グループは、当該基準書に従って測定されます。

 

　のれんは、移転された対価、被取得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前に保有していた被取得

企業の資本持分の公正価値（もしあれば）の合計金額が、取得日における識別可能な取得した資産と引受け

た負債の正味価額を上回る場合にその超過額として測定されます。

　再評価の結果、取得日における識別可能な取得した資産と引受けた負債の正味価額が、移転された対価、

被取得企業の非支配持分の金額、及び取得企業が以前に保有していた被取得企業の資本持分の公正価値（も

しあれば）の合計を上回る場合、その超過額は割安購入利得として直ちに純損益に認識されます。

　現在の所有持分であり、清算時に企業の純資産に対する比例的な取り分を保有者に与えている非支配持分

は、当初認識時に公正価値、又は被取得企業の識別可能純資産の認識金額に対する非支配持分の比例的な取

り分相当額によって測定されます。測定基礎の選択は取引単位で行われます。上記以外の非支配持分は、公

正価値、又は該当する場合には、他の基準書に特定されている測定方法によって測定されます。

　段階的に達成される企業結合の場合、当社グループが以前に保有していた被取得企業の資本持分は取得日

の公正価値で再評価され、発生した利得又は損失があれば純損益に認識されます。取得日以前にその他の包

括利益に計上された被取得企業の持分の金額は、その持分が処分であれば純損益に振り替えることが適切な

場合には、純損益に振り替えられます。

　企業結合が発生した報告年度末までに企業結合の当初の会計処理が完了しない場合、当社グループは、未

完了な項目については暫定的な金額で報告します。それらが判明していた場合には取得日に認識された金額

に影響を与えたと考えられる取得日に存在していた事実や状況に関して得た新しい情報を反映するために、

暫定的な金額を測定期間（上記参照）の間に修正するか、又は追加の資産又は負債が認識されます。

　すべての結合企業又は結合事業が最終的に企業結合の前後で同じ当事者によって支配され、その支配が一

時的なものではない企業結合(共通支配下の取引)については、移転元の資産及び負債の帳簿価額を移転先に

引き継ぐ処理を行っております。また、取得対価が引き継いだ純資産の帳簿価額を上回る場合、その超過額

は資本より控除します。

 

(3) のれん

　事業の取得から生じるのれんは、事業の取得日に計上された取得原価から減損損失累積額を控除した金額

で計上されます。

　減損テストの目的のため、のれんは企業結合によるシナジーを享受できると見込まれる当社グループの各

資金生成単位（又は、資金生成単位のグループ）に配分されます。

　のれんが配分された資金生成単位については、毎年、又はその生成単位に減損の兆候がある場合はより頻

繁に減損テストを行います。当該資金生成単位の回収可能価額が帳簿価額未満の場合、減損損失を、まず当

資金生成単位に配分されたのれんに配分し、次に資金生成単位におけるその他の資産の帳簿価額の比例割合

で各資産に配分します。

　のれんの減損損失は、純損益に直接認識され、以後の期間に戻入れません。

資金生成単位を処分する場合、配分されたのれん金額は処分損益額の決定に含めます。
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(4) 収益の認識

　当社グループでは、収益を受領した、又は受領可能な対価の公正価値により測定しております。

①　役務の提供

　　役務の提供による収益は以下のとおり認識しております。

（ⅰ）決済代行役務

　加盟店に対する資金の決済が完了した時点で収益を認識しております。ただし、月末日が金融機関

営業休業日である場合は当社グループが決済を完了し、翌営業日に決済の完了が確認できる場合は当

該月に決済代行手数料を収益として認識しております。

 

（ⅱ）その他役務の提供

　役務の提供時点に認識しております。

 

②　配当収益及び利息収益

　配当収益は、支払を受ける株主の権利が確定した時点に認識しております。

　利息収益は、実効金利法に基づいて認識しております。

 

(5) 退職給付

　当社グループでは、主に確定拠出型の退職給付制度を採用しております。確定拠出型の退職給付に係る費

用は拠出した連結会計年度に費用として認識しております。

 

(6) リース

　リース資産の所有に伴うリスクと経済的便益のほとんどすべてが借手に移転する場合に、ファイナンス・

リースに分類しております。他のすべてのリース契約はオペレーティング・リースに分類しております。

①　ファイナンス・リース

　リース料は毎期に債務の残高に対して一定の期間利率が算出されるよう、支払利息とリース債務の償還

額に配分しております。借入費用を適格資産の一部として資本化する場合を除いた支払利息は発生後、直

ちに費用として認識しております。変動リース料は発生した期間の費用として処理しております。

 

②　オペレーティング・リース

　オペレーティング・リースにより発生した変動リース料は発生した期間の費用として認識しておりま

す。発生したオペレーティング・リース料は、費用としてリース期間にわたって均等に配分しておりま

す。

 

(7) 外貨換算

　各連結対象企業に含まれる個別財務諸表はその企業の営業活動が行われる主たる経済環境の通貨（機能通

貨）で表示されます。連結財務諸表の作成のための各子会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フロー

は、当社の機能通貨であり、連結財務諸表の表示通貨である日本円（JPY）で示されます。

　子会社の財務諸表の作成において、その企業の機能通貨以外の通貨で行われた取引は取引日の為替レート

で記録されます。連結会計年度終了日の外貨建貨幣性項目は連結会計年度終了日の為替レートで再換算され

ます。外貨の機能通貨への換算に関連して発生する為替差損益はその期間の純損益として認識されます。

　連結財務諸表を作成するために当社グループに含まれている海外子会社の資産と負債は連結会計年度終了

日の為替レートを使用して日本円（JPY）に換算されます。為替レートが連結会計年度にわたって異常に変

動して取引日の為替レートを使用すべき状況でない限り、損益項目は連結会計年度の平均為替レートで換算

し、発生した為替差額はその他の包括利益（損失）として認識し、資本（適切な場合は非支配持分の配分）

に累積されます。又、海外事業を処分する場合に海外事業に関連する為替差損益累計額はその他の包括利益

から純損益に組替えています。

 

(8) 法人所得税

　法人所得税は当期税金と繰延税金で構成されております。

①　当期税金

　当期税金負担額は連結会計年度の課税所得に基づいて算定されます。課税所得は他の課税期間に加算又

は減算される損益項目、非課税項目、損金不算入項目を除外して計算するため、課税所得と連結包括利益

計算書上の税引前利益には差異が発生します。当社グループの当期税金に関する負債は、連結会計年度終

了日現在で制定、又は実質的に制定されている税率を使用して計算されます。
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②　繰延税金

　繰延税金は、連結財務諸表上、資産と負債の「帳簿価額」と「課税所得の算出時に使用される税務基準

額」との差異である一時差異に対して認識されます。繰延税金負債は通常すべての将来加算一時差異に対

して認識されます。繰延税金資産は将来減算一時差異が使用できるだけの課税所得の発生可能性が高い範

囲内で将来減算一時差異に対して認識されます。しかし、のれんの当初認識から生じる一時差異や、会計

上の利益にも課税所得にも影響を与えない取引によって発生する資産及び負債の（企業結合取引を除く）

当初の認識により生じる一時差異については、これらに対する繰延税金資産及び負債は認識しません。

　当社グループが一時差異の解消時期をコントロールすることができ、予測可能な将来に一時差異が解消

しない可能性が高い場合を除いては子会社、関連会社に対する投資資産及びジョイント・ベンチャーに対

する投資持分に関する将来加算一時差異に対して繰延税金負債を認識します。又、このような投資資産及

び投資持分に関する将来減算一時差異によって発生する繰延税金資産は一時差異の便益が使用できるほど

十分な課税所得が発生する可能性が高く、一時差異が予測可能な将来に消滅する可能性が高い場合につい

てのみ認識しております。

　繰延税金資産の帳簿価額は連結会計年度終了日ごとに検討し、繰延税金資産の全部又は一部が回収でき

るほど十分な課税所得が発生しない可能性が高い部分については繰延税金資産の帳簿価額を減額させま

す。

繰延税金資産と繰延税金負債は連結会計年度終了日現在で制定、又は実質的に制定された税率及び税法に

基づいて当該負債が支払われるか、資産が実現される会計期間に適用されると予想される税率を使用して

測定しております。繰延税金資産と繰延税金負債の測定において連結会計年度終了日現在、当社グループ

が関連資産と負債の帳簿価額を回収するか決済すると予想される方式によって税効果を反映しておりま

す。

　繰延税金資産と繰延税金負債は当社グループが認識した金額を相殺することができる法的に強制力のあ

る権利を有しており、同一の税務当局が賦課する法人税であり、当期税金負債と当期税金資産を純額で決

済する意図がある場合にのみ相殺しております。

 

③　当期税金及び繰延税金の認識

　当期税金及び繰延税金は、その他の包括利益又は資本に直接認識される項目に関連する場合にはそれぞ

れその他の包括利益又は資本に直接認識し、それ以外の場合には純損益に認識します。当期税金と繰延税

金が企業結合における当初の会計処理から生じる場合、税効果は企業結合の会計処理において考慮されま

す。

 

(9) 有形固定資産

　当社グループは、有形固定資産の測定に「原価モデル」を採用しております。

　有形固定資産は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で表示しております。

　建設仮勘定を除いた当社グループの主な有形固定資産は、見積耐用年数にわたって定額法で償却し

ております。有形固定資産の残存価値と耐用年数及び減価償却方法は連結会計年度終了日ごとに見直し、変

更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

区分  見積耐用年数  償却方法

建物附属設備  ８～15年  定額法

工具器具及び備品  ３～20年  定額法

 

　有形固定資産の廃棄及び処分によって発生する利益や損失は売却代金と帳簿価額の差異により測定し、こ

れを純損益として認識しております。

 

(10) 無形資産

　当社グループは、無形資産の測定に「原価モデル」を採用し、取得原価から減価償却累計額及び減損損失

累計額を控除した金額で表示しております。

 

①　個別に取得した無形資産

　個別に取得した無形資産は、当初認識に際し取得原価で測定しており、企業結合において取得した無形

資産の取得原価は、取得日現在における公正価値で測定しております。
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②　無形資産の償却

　無形資産は見積耐用年数にわたって定額法で償却しており、見積耐用年数は以下のとおりであります。

区分  見積耐用年数  償却方法

（システム）ソフトウエア  ３～５年  定額法

　耐用年数を確定できる無形資産の残存価値と耐用年数及び償却方法は、連結会計年度終了日ごとに見直

し、変更があった場合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。

　なお、当社グループは耐用年数を決定することができない無形資産を保有しておりません。

 

③　無形資産の認識の中止

　無形資産は処分時点、又は利用や処分から将来の経済的便益が期待できなくなった時点で認識を中止し

ております。無形資産の認識の中止によって発生する利得や損失は正味処分収入と帳簿価額の差額により

測定し、その利得や損失は資産の認識を中止した連結会計年度に損益として認識しております。

 

(11) 有形固定資産及び無形資産の減損

　当社グループは連結会計年度終了日に有形固定資産及び無形資産の帳簿価額について減損の兆候の有無を

判定しております。減損の兆候がある場合には減損損失金額を決定するために資産の回収可能価額を見積り

ます。個別資産の回収可能価額を見積ることができない場合には、当該資産が属している資金生成単位の回

収可能価額を見積ります。共用資産は合理的かつ首尾一貫した配分基準に従って個別の資金生成単位に配分

し、個別の資金生成単位で配分できない場合には合理的かつ首尾一貫した配分基準に従って配分できる最小

の資金生成単位グループに配分しております。

　未だ利用可能にならない無形資産は毎年減損テストを行っております。又、減損の兆候が生じた都度、減

損テストを行っております。

　資金生成単位の回収可能価額はその資金生成単位の「売却費用控除後の公正価値」と「使用価値」のう

ち、いずれか高い金額で測定しております。使用価値の測定において、将来のキャッシュ・フローの見積額

は、貨幣の時間価値に対する現行市場の評価と将来のキャッシュ・フローから調整されなかった資産の固有

リスクが反映された税引前割引率で割引いた現在価値で測定しております。

　資産（又は資金生成単位）の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、資産（又は資金生成単位）の帳簿価

額を回収可能価額まで減少させ、減少された金額は減損損失として処理しております。減損損失は直ちに純

損益として認識しております。

　減損損失を戻入れる場合、資産（又は資金生成単位）の帳簿価額を回収可能価額まで増加させます。ただ

し資産の減損損失の戻入は、戻入時点における資産（又は資金生成単位）が、仮に減損損失を認識していな

かった場合の帳簿価額を超えない範囲で行われます。減損損失の戻入は直ちに純損益として認識しておりま

す。

 

(12) 棚卸資産

　棚卸資産は取得原価と正味実現可能価額のいずれか低い価額で計上しています。棚卸資産の原価は先入先

出法で決定します。正味実現可能価額は、棚卸資産の見積販売価額から完成までに要するすべての見積原価

及び販売に要する見積費用を控除した金額を示しています。

　棚卸資産を評価減する原因となった従前の状況がもはや存在しない場合、又は経済的状況の変化により正

味実現可能価額の増加が明らかである場合には、評価減の戻入を行っております。戻入れ後の帳簿価額は取

得原価と新たな正味実現可能価額とのいずれか低い方の額で認識しております。評価減の戻入額は純損益と

して認識しております。

 

(13) 引当金

　引当金は過去の事象から生じた法的債務又は推定的債務として、当該債務を履行する可能性が高く、その

債務の履行に係る金額を信頼性をもって見積ることができる場合に認識しております。

　引当金として認識する金額は関連する事象と状況についての不可避なリスクと不確実性を考慮した上での

現在の債務の履行に係る支出の連結会計年度終了日現在の最善の見積り値であり、現在の債務を履行するた

めに予想される将来キャッシュ・フローを用いて測定し、引当金の帳簿価額は当該キャッシュ・フローの現

在価値であります（貨幣の時間価値が重要な場合）。

　引当金の決済に必要な支出額の一部又は全部を第三者が返済することが予想される場合、債務の履行時点

で第三者が返済することがほぼ確実であり、当該金額を信頼性をもって測定できる場合に限って当該返済額

を資産として認識します。
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(14) 金融商品

　当社グループが金融商品契約の契約当事者となる場合に連結財政状態計算書において金融資産及び金融負

債を認識しております。

　当社グループはIFRS第９号「金融商品」（2010年10月改訂）を早期適用しております。IFRS第９号「金融

商品」は、IAS第39号「金融商品：認識及び測定」の適用対象となる金融資産に対し、償却原価又は公正価

値により事後測定することを要求しております。特に、契約上のキャッシュ・フローを回収するために保有

することを目的とする事業モデルに基づいて保有され、かつ、元本及び元本残高に対する利息の支払のみの

契約上のキャッシュ・フローを生じさせる負債性金融商品は、以後の会計期間末において償却原価で測定さ

れます。その他のすべての負債性金融商品及び資本性金融商品は、以後の会計期間末において公正価値で測

定されます。

 

①　当初認識及び当初測定

　金融資産及び金融負債は、当社グループが金融商品の契約条項の当事者になった場合に認識されま

す。

　金融資産の通常の方法による売買はすべて、取引日基準で認識及び認識の中止を行います。通常の方

法による売買とは、関係する市場における規則又は慣行により一般に定められている期間内での資産の

引渡しを要求する契約による、金融資産の購入又は売却をいいます。

　金融資産及び金融負債は公正価値で当初測定されます。純損益を通じて公正価値で測定される金融資

産（以下、FVTPLの金融資産）及び純損益を通じて公正価値で測定される金融負債（以下、FVTPLの金融

負債）を除き、金融資産及び金融負債の取得又は発行に直接起因する取引費用は、当初認識時におい

て、適切に金融資産の公正価値に加算又は金融負債の公正価値から減算されます。FVTPLの金融資産及び

FVTPLの金融負債の取得又は発行に直接起因する取引費用は、直ちに純損益に認識されます。

　売買目的以外で保有する資本性金融商品については、その他の包括利益を通じて公正価値で測定され

る金融資産（以下、FVTOCIの金融資産）として指定しております。

 

②　相殺

　金融資産及び金融負債は、当社グループが認識している金額を相殺する法的権利を有し、純額で決済

する場合、又は資産の実現と負債の決済を同時に行う意図を有する場合にのみ、連結財政状態計算書上

で相殺し、純額で表示しております。

 

③　非デリバティブ金融資産

　金融資産は、当該金融資産の管理に関する企業の事業モデル及び金融資産の契約上のキャッシュ・フ

ローの特性によって、以下の指定された区分、「償却原価で測定される金融資産」、「FVTPLの金融資

産」又は「FVTOCIの金融資産」に当初認識時に分類されます。

・償却原価で測定される金融資産

　金融資産が契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデ

ルの中で所有され、当該金融資産の契約条項により、特定の日において元本及び利息の支払いのみであ

るキャッシュ・フローが発生するのであれば、当該金融資産は実効金利法を使用し減損損失控除後の償

却原価で、事後測定されます。

・FVTPLの金融資産

　償却原価で事後測定されるもの以外の金融資産は純損益において公正価値のすべての変動が認識さ

れ、公正価値で事後測定されます。

・FVTOCIの金融資産

　当社グループは当初認識時点に、売買目的のために保有されていない資本性金融商品のうち、その他

の包括利益を通じて公正価値で測定される金融資産を指定しております。この指定は取り消すことがで

きません。当該金融商品の公正価値の変動はその他の包括利益に計上され、純損益に組替調整されませ

ん。ただし、このような投資から獲得した配当は、当該配当が明らかに投資原価の回収を示しているの

でなければ純損益において認識されます。このような投資の認識を中止した場合、又は、取得原価に比

し公正価値の著しい下落が一時的ではない場合、その他の包括利益で認識されていた金額は直接利益剰

余金に振り替え、純損益で認識されません。

 

④　現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物とは、現金及び容易に一定の金額に現金化が可能な流動性の高い金融資産であ

り、預入時点から満期日までが３ヶ月以内の短期定期預金を含んでおります。

 

⑤　非デリバティブ金融負債
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　金融負債には、短期借入金、仕入債務及びその他の債務及び長期借入金があり、当初認識後は、実効

金利法を用いた償却原価により測定しております。

 

⑥　認識の中止

　当社グループは、金融資産から生じるキャッシュ・フローに対する契約上の権利が消滅した場合、又

は、当該金融資産の所有に係るリスク及び便益を実質的にすべて移転しかつ、金融資産から生じるキャッ

シュ・フローを受け取る契約上の権利を移転する場合に、当該金融資産の認識を中止しております。移転

した金融資産に関して当社グループが創出した、又は当社グループが引き続き保有する権利及び義務につ

いては、別個の資産又は負債として認識しております。

 

⑦　公正価値測定

　当社グループは、金融資産又は金融負債に関する市場が活発である場合、市場価格を用いて公正価値を

測定しております。

　金融資産又は金融負債に関する市場が活発でない場合、当社グループは評価技法を用いて公正価値を決

定しております。評価技法には、知識のある自発的な当事者間での最近の独立第三者間取引の利用、ほぼ

同じ他の金融資産又は金融負債の現在の公正価値の参照、割引キャッシュ・フロー分析が含まれます。市

場参加者が金融資産又は金融負債の価格決定のために用いている評価技法があり、信頼性のある見積市場

価格を提供することが立証されている場合には、その評価技法を用いて公正価値を決定しております。評

価技法の妥当性を確保するために、当社グループは、定期的に観察可能な市場データに基づいて評価技法

を調整し、有効性を検証しております。

 

⑧　償却原価で測定される金融資産の減損

　金融資産の当初認識後に損失事象が発生したことが客観的証拠によって示されており、かつ、当該損失

事象によって当該金融資産の見積将来キャッシュ・フローにマイナスの影響が及ぼされることが合理的に

予測できる場合に、金融資産が減損していると判定しております。当社グループは、四半期毎に減損して

いることを示す客観的な証拠が存在するかどうかについての評価を行っております。

　当社グループは、償却原価で測定される金融資産の減損の証拠を、個々の資産ごとに検討するとともに

全体としても検討しております。個々に重要な金融資産は、個々に減損を評価しております。個々に重要

な金融資産のうち個別に減損する必要がないものについては、発生しているが未特定となっている減損の

有無の評価を全体として実施しております。個々に重要でない金融資産は、リスクの特徴が類似するもの

ごとにグルーピングを行い、全体として減損の評価を行っております。

　償却原価で測定される金融資産の減損損失は、その帳簿価額と当該資産の当初の実効金利で割り引いた

見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として測定されます。減損損失は純損益として認識し、

金融資産の帳簿価額から直接減額されます。減損を認識した資産に対する利息は、時の経過に伴う割引額

の割戻しを通じて引き続き認識されます。減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生し、当該減額

が減損を認識された後に発生した事象に客観的に関連している場合には、過去に認識した減損損失は純損

益に戻入れられます。

 

⑨　デリバティブ金融商品

　当社グループは、為替リスクをヘッジするために、為替予約を利用しております。このデリバティブ

は、契約が締結された時点の公正価値で当初測定され、その後も公正価値で再測定しております。デリバ

ティブの公正価値変動額は連結包括利益計算書において為替差損益に含めて表示しております。

 

⑩　資本

・普通株式

　当社が発行した普通株式は資本として分類しております。普通株式の発行に直接関連する費用は、税

効果考慮後の金額を資本の控除項目として認識しております。

・自己株式

　自己株式を取得した場合は、税効果考慮後の直接取引費用を含む支払対価を、資本の控除項目として

認識しております。
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(15) 現金及び現金同等物

　連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物は手元現金、預金、その他預入日から満期日まで

の期間が３ヶ月以内に到来する、流動的な短期投資を含んでおります。又、当座借越は連結財政状態計算書

上、借入金勘定に含めております。

 

(16) 株式増価受益権

　当社グループは従業員に株式増価受益権を付与しております。

　当該株式増価受益権は現金で決済されるため現金決済型として処理されます。

　現金決済型の報酬は決算日ごとに権利失効見込額を差し引いた公正価値で再評価され、最終的な報酬費用

の合計は決済額に一致します。その公正価値は、ブラック=ショールズのオプション価格決定モデル、当社

株式の市場価額に基づいて決算日に再測定し、公正価値の変動を純損益として認識しております。

　株式増価受益権の付与日は2015年１月１日であり、権利行使期間は付与後2016年６月30日までの行使制限

期間を経過した後、2019年７月31日までの毎年７月のみとしております。

　付与対象者が当社グループを退職した場合、又は2019年７月31日までに権利を行使しない場合は権利を失

効します。

 

４．重要な会計上の判断及び不確実性の見積りの主要な源泉

(1) 見積りの不確実性及び判断の利用

　経営者は他の情報源から直ちに明らかにならない資産と負債の帳簿価額に対する判断、見積り及び仮定を

行うことが要求されております。見積り及び仮定は個々の経験と利用可能なその他の要因に基づいておりま

す。そのため、実績値はこのような見積り値と異なる可能性があります。

　見積り及び基礎となる仮定は継続的に見直しております。会計上の見積りの修正は、修正した期間のみ影

響を与える場合は修正が行われた当該期間に認識され、修正した期間及び将来の期間の双方に影響を及ぼす

場合には当該期間及び将来の期間で認識しております。

 

(2) 見積りの不確実性の要因となる主な事項

　会計方針を適用する過程で経営者が行い、かつ連結財務諸表で認識される金額に最も大きな影響を及ぼす

重要な判断は以下のとおりです。

①　有形固定資産・無形資産の耐用年数

　注記３(9)、(10)に記述しているとおり、当社グループは有形固定資産・無形資産の耐用年数を連結会

計年度終了日に検討しております。

 

②　金融商品の評価

　当社グループは特定の金融商品の公正価値を評価する際において市場で観測された情報ではない指標を

利用する価値評価手法を適用します。金融商品の公正価値を決定する際において適用された主要仮定の詳

細項目と感応度分析に対する詳細内容は注記28で記述しております。経営者は選択された価値評価手法と

使用した仮定は金融商品の公正価値を評価する際において適切であると判断しております。

 

③　有形固定資産・無形資産・のれん及び持分法で会計処理されている投資の減損

　有形固定資産・無形資産・持分法で会計処理されている投資の減損損失金額の決定、又は、のれんの

減損の判断をするにあたり、有形固定資産・無形資産の属する資金生成単位、のれんが配分された資金

生成単位又は持分法で会計処理されている投資の回収可能価額の見積りが必要です。

　回収可能価額の見積りにあたり、使用価値を算出するために、経営者は資金生成単位により生じること

が予想される将来キャッシュ・フロー及び現在価値の算定をするための適切な割引率を見積もっておりま

す。
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５．新設及び改訂された国際財務報告基準の適用

(1) 主な新会計基準の適用の影響

　当連結会計年度より適用された基準書の新設及び改訂による当連結会計年度の連結財務諸表への重要な影

響はありません。

 

(2) 早期適用していない新設及び改訂された主な基準書と解釈指針は以下のとおりであります。
 

 

区分

強制適用時期

（以後開始する年

度）

当社グループ

の適用時期

 

内容

IFRS第９号

金融商品

2018年１月１日 2019年３月期 ・ヘッジ会計の改訂

・金融資産に関する、分類及び測定方法の限定的な

修正、及び予想損失減損モデルの導入

IFRS第15号

顧客との契約から生

じる収益

2018年１月１日 2019年３月期 ・収益認識に関する会計処理を改訂

IFRS第16号

リース

2019年１月１日 2020年３月期 ・リース契約に関する会計処理を改訂

IAS第７号

キャッシュ・フロー

計算書

2017年１月１日 2018年３月期 ・財務活動による負債の変動に関する開示を改訂

 

IFRS第２号

株式に基づく報酬

2018年１月１日 2019年３月期 ・株式に基づく報酬取引の分類及び測定基準の明確

化、及び摘要に関するガイダンスの提供

IAS第12号

未実現損失に関する

繰延税金資産の認識

2017年１月１日 2018年３月期 ・繰延税金資産の認識の判断における将来減算一時

差異の利用の対象となる課税所得の範囲を明確化

・未実現損失に関する繰延税金資産の認識方法追加

 

IFRIC第23号

法人所得税の処理に

関する不確実性

 

2019年１月１日 2020年３月期 ・法人所得税の処理に不確実性がある場合の会計処

理を明確化

 

 

　当社グループは、上記すべての基準書及び解釈指針を上記に示した適用時期の連結財務諸表に反映いたし

ます。これらの適用の潜在的な影響のすべてについては具体的な検討を開始しておりませんが、IFRS第９

号、IFRS第15号及びIFRS第16号を除き、これらの未適用の基準書等で当社グループの連結財務諸表に重要な

影響を及ぼすものはないと判断しております。
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６．セグメント情報

(1) 報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために定期的に検討を行う対象となっているも

のであります。

　当社グループは決済サービス事業及びEC事業者支援事業の２区分を報告セグメントとしております。

決済サービス事業セグメントはECにおける決済ソリューションの提供を行っております。クレジットカード

決済、銀行振込決済、コンビニ決済など対面・非対面を含む様々な決済サービスが属しております。

EC事業者支援事業はサイト内検索エンジンや、ITセキュリティサービスなど、EC事業者向けのサイト集客及

びセキュリティ関連の様々な支援サービスが属しております。

　又、当連結会計年度において、当社グループの重要な事業部門は日本国のみに存在しており、当社グルー

プの連結収益の10％以上を占める日本以外の地域が存在しないため、地域別情報の開示も省略しており、連

結収益の10％以上を構成する単一の外部顧客との取引もないため主要な顧客に関する情報の開示も省略して

おります。

 

(2) 報告セグメントの収益合計

（単位：千円）

前連結会計年度

(自2015年４月１日

　至2016年３月31日)

決済サービス事業 EC事業者支援事業 調整額 合計

外部顧客からの収益 6,888,437 272,379 － 7,160,816

セグメント間収益 5,600 － （5,600） －

連結収益合計 6,894,037 272,379 （5,600） 7,160,816

持分法による投資損益 － 56,355 － 56,355

報告セグメント利益（注） 303,313 141,788 － 445,101

 

（単位：千円）

当連結会計年度

(自2016年４月１日

　至2017年３月31日)

決済サービス事業 EC事業者支援事業 調整額 合計

外部顧客からの収益 7,748,108 328,528 － 8,076,636

セグメント間収益 8,671 － （8,671） －

連結収益合計 7,756,779 328,528 （8,671） 8,076,636

持分法による投資損益 － 3,994 － 3,994

報告セグメント利益（注） 301,930 64,218 － 366,148

セグメント間収益は、独立第三者間取引における価格に基づいております。

(注) 報告セグメント利益は収益から売上原価及び販売費、管理費、為替差損益、持分法による投資損益、

法人所得税等を加減しております。

 

７．収益

　継続事業から発生した当社グループの収益の内容（ただし、金融収益及びその他の収益を除く）は以下のと

おりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

役務の提供による収益 7,160,816 8,076,636

合計 7,160,816 8,076,636
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８．金融収益

　当社グループの金融収益の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

受取利息   

現金及び預金 3,208 451

その他の金融資産（FVTPL） － 546

受取配当金   

その他の金融資産（FVTPL） 377 2,481

有価証券評価益   

その他の金融資産（FVTPL） 888 936

合計 4,473 4,414

 

　金融資産別の金融収益の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

貸付金及び債権（現金及び預金） 3,208 451

FVTPLとして指定されていない金融資産に係

る受取利息
3,208 451

その他の金融資産 1,265 3,963

FVTPL 1,265 3,963

合計 4,473 4,414

 

９．その他の収益・費用

　当社グループのその他の収益・費用に関する内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

固定資産除却損 （13,518） （53）

受取手数料 439 2,049

その他 7,001 3,363

合計 （6,078） 5,359
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10．財務費用

　当社グループの財務費用に関する内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

借入金に係る利息費用 （3,243） （9,986）

資産除去債務に係る利息費用 （686） （686）

純損益を通じて公正価値で測定する金融負債と

して指定されていない負債に対する利息費用
（3,929） （10,672）

その他の財務費用 （1,501） －

合計 （5,430） （10,672）

 

11．法人所得税及び繰延税金

　当社グループの各連結会計年度の法人所得税と各連結会計年度終了日現在の繰延税金資産（負債）の内容は

以下のとおりであります。

(1) 法人所得税

　当社グループの各連結会計年度の損益に反映されている税金費用の内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

当期税金費用 112,423 192,115

繰延税金費用 （73,211） （14,887）

合計 39,212 177,228

　連結包括利益計算書の税引前当期利益に当社グループの法定実効税率を乗じて計算される法人所得税の金

額と、連結包括利益計算書で認識された法人所得税の金額との調整表は、以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

税引前当期利益 484,313 543,376

法定実効税率適用時の税額（注） 160,308 167,686

損金不算入の費用の影響 1,287 2,524

子会社の税率差異による影響 2,469 10,257

税率変更による影響 7,329 －

税額控除による影響 (854） (508）

未認識の繰延税金資産の増減による影響 （114,367） （1,000）

特定外国子会社合算所得 2,948 4,082

持分法による投資損益の影響 （18,654） （1,232）

その他 （1,254） （4,581）

合計 39,212 177,228

実効税率（法人所得税／税引前当期利益） 8.10％ 32.62％

(注) 当連結会計年度の法人所得税を算出するために使用された税率30.86％及び前連結会計年度の法人所得

税を算出するために使用された税率33.06％は日本国の法定実効税率です。
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(2) 資本で直接認識された法人所得税

　当社グループの各連結会計年度の資本にて直接認識された法人所得税の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

自己株式取得費用（注記20） 1,819 －

 

 

 

 

 

 

(3) 法人所得税に係る当期税金資産及び負債

　当社グループの各連結会計年度の法人所得税に係る当期税金資産及び負債の内容は以下のとおりでありま

す。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

法人所得税に係る資産   

前払法人所得税（その他の流動資産に含まれ

る）
285 266

未収還付法人所得税 － 23

合計 285 289

法人所得税に係る負債   

未払法人所得税 52,990 119,827
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(4) 繰延税金残高

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の繰延税金資産及び繰延税金負債の増減内容は以下のとおりで

あります。

（単位：千円）
 

 
2015年４月１日
残高

純損益を通じて
認識

2016年３月31日
残高

純損益を通じて
認識

2017年３月31日
残高

一時差異      

有形固定資産 （13,630） 4,411 （9,219） 10,890 1,671

無形資産 7,617 5,298 12,915 19,115 32,030

棚卸資産（注） － 646 646 － 646

貯蔵品 15 320 335 2,414 2,749

貸倒引当金 7,840 （2,966） 4,874 7,914 12,788

有給休暇引当金 21,755 2,630 24,385 2,022 26,407

資産除去債務 15,069 (1,119） 13,950 212 14,162

未払事業税 8,543 （4,937） 3,606 8,281 11,887

前受金 61,121 345 61,466 9,817 71,283

未払費用 1,301 3,055 4,356 （3,963） 393

事業所税 858 （71） 787 24 811

繰越欠損金（注） － 66,143 66,143 （40,527） 25,616

その他 436 （544） （108） （1,312） （1,420）

合計 110,925 73,211 184,136 14,887 199,023

(注) 前連結会計年度において当社とSBIペイフォーオール株式会社が合併したことにより、棚卸資産及び繰

越欠損金に対して繰延税金資産を認識しております。

 

(5) 未認識の一時差異

　繰延税金資産を認識していない将来減算一時差異、未使用の繰越欠損金及び繰越税額控除

(単位：千円）

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

繰越欠損金(収益) 58,653 19,752

　上記項目にかかる繰延税金資産は当社の子会社によるものであり、将来課税所得の予測額に基づき、税務

便益が実現する可能性が高いと判断している部分については繰延税金資産を認識しております。
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　一部の子会社の税務上の繰越欠損金の失効予定は以下のとおりであります。

(単位：千円）

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

１年目 37,730 19,752

２年目 20,923 －

３年目 － －

４年目 － －

５年目以降 － －

 

　金融資産及び投資に関連して認識されていない将来加算一時差異は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

子会社に対する投資に関連する将来加算一時

差異
3,090 3,609

 

12．当期利益

　当社グループの当期利益に以下の項目が含まれています。

(1) 金融資産の減損損失

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

売上債権及びその他の債権に係る減損損失（注

記28(8)）
14,248 40,257

合計 14,248 40,257

 

(2) 減価償却費及び償却費

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

有形固定資産減価償却費の内訳   

売上原価 36,972 37,881

管理費 18,713 15,504

合計 55,685 53,385

無形資産償却費の内訳   

売上原価 60,247 68,348

管理費 4,030 4,484

合計 64,277 72,832
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(3) 従業員給付費用

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

退職給付費用（確定拠出型）   

売上原価 2,998 4,066

管理費 13,212 11,683

株式報酬費用   

売上原価 2,066 1,580

管理費 8,629 7,648

給与、賞与及びその他   

売上原価 250,256 259,506

管理費 729,223 694,735

合計 1,006,384 979,218

 

13．１株当たり利益

(1) 基本的１株当たり利益

　基本的１株当たり利益は当社の株主に帰属する利益を各連結会計年度の加重平均普通株式数で割って計算

しており、各連結会計年度の基本的１株当たり利益の算定内容は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

基本的１株当たり利益

（当期利益／加重平均普通株式数）（円）
21.13 18.54

 

(2) 基本的１株当たり利益の算定の基礎

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

基本的１株当たり利益の計算に使用された当期

利益
445,101 366,148

 

(3) 基本的１株当たり利益を計算するための加重平均普通株式数

 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

加重平均普通株式数（株） 21,060,890 19,746,282

 

(4) 希薄化後１株当たり利益

前連結会計年度（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）及び当連結会計年度（自　2016年４月１日　

至　2017年３月31日）

　希薄化後１株当たり利益は希薄化効果を有している潜在普通株式が存在していないため、基本的１株当た

り当期利益と同一であります。
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14．有形固定資産

(1) 有形固定資産の内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の有形固定資産の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

取得原価 611,627 624,582

減価償却累計額及び減損損失累計額 （512,129） （550,015）

合計 99,498 74,567

建物附属設備 34,924 18,006

工具器具及び備品 64,574 56,561

合計 99,498 74,567

 

(2) 有形固定資産の変動内容

　当社グループの各連結会計年度の有形固定資産の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 建物附属設備 工具器具及び備品 合計

取得原価    

2015年４月１日残高 294,552 311,276 605,828

取得 3,822 10,722 14,544

処分 （5,124） （3,621） （8,745）

2016年３月31日残高 293,250 318,377 611,627

取得 － 28,507 28,507

処分 － （15,552） （15,552）

2017年３月31日残高 293,250 331,332 624,582

 

（単位：千円）
 

 建物附属設備 工具器具及び備品 合計

減価償却累計額    

2015年４月１日残高 （243,397） （221,792） （465,189）

処分 5,124 3,621 8,745

減価償却費 （20,053） （35,632） （55,685）

2016年３月31日残高 （258,326） （253,803） （512,129）

処分 － 15,499 15,499

減価償却費 （16,918） （36,467） （53,385）

2017年３月31日残高 （275,244） （274,771） （550,015）
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15．のれん及び無形資産

(1) のれん及び無形資産の内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在ののれん及び無形資産の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

取得原価 740,977 768,668

償却累計額及び減損損失累計額 （370,647） （414,352）

合計 370,330 354,316

のれん 95,064 95,064

ソフトウエア 133,577 102,472

ソフトウエア仮勘定 141,689 156,780

合計 370,330 354,316

 

(2) のれん及び無形資産の変動内容

　当社グループの各連結会計年度ののれん及び無形資産の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 のれん ソフトウエア
ソフトウエア
仮勘定

その他 合計

取得原価      

2015年４月１日残高 111,010 449,927 19,289 3,000 583,226

取得 － － 171,372 － 171,372

処分 － （176） （13,445） － （13,621）

ソフトウエア仮勘定からの

振替
－ 34,227 （34,227） － －

2016年３月31日残高 111,010 483,978 142,989 3,000 740,977

取得 － － 56,818 － 56,818

処分 － （29,127） － － （29,127）

ソフトウエア仮勘定からの

振替
－ 41,727 （41,727） － －

2017年３月31日残高 111,010 496,578 158,080 3,000 768,668
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（単位：千円）

 

 のれん ソフトウエア
ソフトウエア
仮勘定

その他 合計

償却累計額及び減損損失累

計額
     

2015年４月１日残高 （15,946） （286,227） （1,300） （3,000） （306,473）

処分 － 103 － － 103

償却費 － （64,277） － － （64,277）

2016年３月31日残高 （15,946） （350,401） （1,300） （3,000） （370,647）

処分 － 29,127 － － 29,127

償却費 － （72,832） － － （72,832）

2017年３月31日残高 （15,946） （394,106） （1,300） （3,000） （414,352）

 

(3) のれんを含む資金生成単位の減損テスト

　各資金生成単位に配分されたのれんの帳簿価額の合計は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

事業セグメント 資金生成単位
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

EC事業者支援事業 ビジネスサーチテクノロジ株式会社 95,064 95,064

合計 95,064 95,064

　資金生成単位に配分されたのれんの回収可能価額は、使用価値によって算出しております。使用価値の算

定には、資金生成単位から生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの見積額を用いております。

　将来キャッシュ・フローの見積りのための基礎として用いるキャッシュ・フローの予測は、経営者によっ

て承認された翌連結会計年度の事業計画を用い、以後の期間については横ばいを想定して評価しておりま

す。

　なお、のれんを含む資金生成単位の減損テストに使用した主な割引率(税引前)は、前連結会計年度におい

て30.8％、当連結会計年度において25.2％であります。

　前連結会計年度及び当連結会計年度において、のれんの減損損失は認識しておりません。ただし、減損が

発生していないのれんについて、減損テストに使用した主要な仮定が合理的に考えられる範囲で変化したと

しても、重要な減損損失が発生する可能性は低いと判断しております。
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16.持分法で会計処理されている投資

当連結会計年度において、持分法で会計処理されている投資の内訳は以下のとおりであります。

 会社名 主要な事業活動

法人設立

及び営業

所在地

決算月 持分比率

関連会社
株式会社ブロードバンド

セキュリティ

ITセキュリティコンサルティ

ング等セキュリティ事業
日本 ６月 27.89％

　株式会社ブロードバンドセキュリティの決算日は６月30日であり、当該関連会社については、当社グルー

プの連結財務諸表と同じ日付で作成された財務諸表を用いております。

 

当社グループの持分法で会計処理されている投資の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 持分法で会計処理されている投資

2015年４月１日残高 －

取得 674,800

持分法による投資損益 56,355

2016年３月31日残高 731,155

持分法による投資損益 3,994

2017年３月31日残高 735,149

 

重要性のある関連会社の要約財務情報等

株式会社ブロードバンドセキュリティは、ITセキュリティに特化したサービスを提供しております。

株式会社ブロードバンドセキュリティのIFRS要約財務情報は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2016年３月31日）

当連結会計年度

（2017年３月31日）

非流動資産 816,743 865,656

流動資産 610,942 709,158

非流動負債 323,465 424,960

流動負債 852,669 851,963

資本   

親会社の所有者に帰属する持分 251,551 297,891

非支配持分 － －

 

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　2015年５月１日

至　2016年３月31日）

当連結会計年度

（自　2016年４月１日

至　2017年３月31日）

売上高 2,520,444 2,953,230

純利益 202,060 14,322

その他の包括利益 － －

包括利益合計 202,060 14,322

　2015年５月より株式会社ブロードバンドセキュリティは株式の追加取得により関連会社となったことから

持分法を適用しております。

　2017年３月31日に終了した1年間及び2016年３月31日に終了した１年間において、株式会社ブロードバン

ドセキュリティから受け取った配当金はありません。

 

EDINET提出書類

ＳＢＩ　ＡＸＥＳ株式会社(E27562)

有価証券報告書

 61/100



（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　2015年５月１日

至　2016年３月31日）

当連結会計年度

（自　2016年４月１日

至　2017年３月31日）

親会社の所有者に帰属する純利益 202,060 14,322

親会社の所有者に帰属するその他の包括利益

（税引後）
－ －

親会社の所有者に帰属する包括利益合計 202,060 14,322

 

　上記の要約連結財務情報に基づく親会社の所有者に帰属する持分と株式会社ブロードバンドセキュリティ

に対する持分の帳簿価額の調整は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 

前連結会計年度

（自　2015年５月１日

至　2016年３月31日）

当連結会計年度

（自　2016年４月１日

至　2017年３月31日）

親会社の所有者に帰属する持分 251,551 297,891

持分割合（％） 27.89％ 27.89％

当社に帰属する持分 70,158 83,082

のれん 660,997 660,997

新株予約権 - (8,930)

株式会社ブロードバンドセキュリティに対す

る持分の帳簿価額
731,155 735,149

 

17.棚卸資産

当社グループの各連結会計年度終了日現在の棚卸資産の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

期末棚卸資産(仕掛品) 130 721

合計 130 721

 

各連結会計年度の連結包括利益計算書で認識した棚卸資産の内訳は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

期中に費用として認識した棚卸資産の額 4,967 6,241

評価減の戻入の金額(注) 246 －

(注) この評価減の戻入は、前連結会計年度において正味実現可能価額が増加したことによるものでありま

す。
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18．売上債権及びその他の債権

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の売上債権及びその他の債権の内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

売上債権 76,135 76,146

立替金 411,805 654,288

未収入金 1,226 5,187

貸倒引当金 （14,248） （40,257）

合計 474,918 695,364

　立替金は加盟店に支払われたものであり、以後の決済サービスに伴う営業預り金から回収されるものです。

　売上債権は償却原価で測定される金融資産として、全額が流動資産に分類されました。信用リスク管理、売

上債権及びその他の債権の公正価値は、注記28に記載されております。

　又、売上債権に関する信用供与期間は２ヶ月であり、売上債権に対して利息は受け取っておりません。過去

の経験上、回収期間（２ヶ月）以後30日が経過した債権は回収されない可能性が高いため、当社グループは90

日が経過した債権に対して100％の貸倒引当金を設定しております。

 

19．その他の資産

　当社グループの各連結会計年度終了日現在のその他の資産の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

非流動資産   

その他の金融資産   

敷金 98,650 98,531

営業保証金 － 1,000

FVTPL 155,097 179,886

合計 253,747 279,417

その他の非流動資産   

前払費用 3,840 1,099

合計 3,840 1,099

流動資産   

その他の金融資産   

営業保証金 80,857 40,329

FVTPL － 8,935

その他 316 321

合計 81,173 49,585

その他の流動資産   

前払費用 57,945 59,888

前払金 － 5,974

前渡金 162,001 193,889

合計 219,946 259,751
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20．資本金及び自己株式

(1) 資本金の内容

　当社グループの資本金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

資本金 802,667 802,667

資本金の内訳   

普通株式 802,667 802,667

合計 802,667 802,667

 

(2) 資本金の増減内容

　当社グループの資本金の増減内容は以下のとおりであります。

①　普通株式に係る資本金の増減内容

 授権株式数（株） 発行済株式数（株） 資本金（千円）

2015年４月１日 42,800,000 21,365,400 802,667

2016年３月31日 42,800,000 21,365,400 802,667

2017年３月31日 42,800,000 21,365,400 802,667

　普通株式（無額面株式）は１株当たり１議決権と配当金に対する権利を有します。

 

(3) 自己株式

　当社の自己株式の増減内容は以下のとおりであります。

　自己株式の取得に係る事項

 株式数（株） 金額（千円）

2016年３月31日 1,619,118 521,597

2017年３月31日 1,619,118 521,597

 

21．資本剰余金

(1) 資本剰余金の内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の資本剰余金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

資本準備金 670,470 670,470

その他の資本剰余金 577,936 577,936

合計 1,248,406 1,248,406

 

(2) 資本剰余金の増減内容

①　資本準備金の増減内容

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

期首残高 670,470 670,470

期末残高 670,470 670,470
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②　その他の資本剰余金の増減内容

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

期首残高 577,936 577,936

期末残高 577,936 577,936

 

22．利益剰余金及び配当金

(1) 利益剰余金の内容

　日本国の会社法の規定に基づき資本金の４分の１に達するまで剰余金の配当の支出額の10分の１を法定準

備金（資本準備金又は利益準備金）として積み立てております。

　当社の定款上、その他資本剰余金及び利益剰余金は取締役会の決議により分配することができます。

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の利益剰余金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

利益剰余金 1,385,129 1,553,814

 

(2) 利益剰余金の増減内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の利益剰余金の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

期首残高 1,153,179 1,385,129

剰余金の配当（注） （213,151） （197,463）

当期利益 445,101 366,148

期末残高 1,385,129 1,553,814

(注) 当連結会計年度において、１株当たり10円（総額197,463千円）の配当を支払っております。

なお、前連結会計年度は１株当たり10円（総額213,151千円）の配当を支払っております。

 

(3) 配当金

　前連結会計年度（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

基準日が前連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2016年５月30日

取締役会
普通株式 利益剰余金 197,463 10 2016年３月31日 2016年６月24日

(注) 当社は、日本での源泉徴収額を除いた配当金を2016年６月24日に韓国預託決済院に支払い、韓国預託

決済院は、これを韓国ウォンに換算し、韓国での源泉徴収手続を経て、2016年６月28日に預託証券保

有者に支払いました。

 

当連結会計年度（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となる予定のもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

2017年５月30日

取締役会
普通株式 利益剰余金 197,463 10 2017年３月31日 2017年６月23日

(注) 当社は、日本での源泉徴収額を除いた配当金を2017年６月23日に韓国預託決済院に支払い、韓国預託

決済院は、これを韓国ウォンに換算し、韓国での源泉徴収手続を経て、2017年６月27日に預託証券保

有者に支払う予定です。
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23．累積その他の包括利益

(1) 累積その他の包括利益の内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の累積その他の包括利益の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

為替換算調整勘定 10,074 10,100

合計 10,074 10,100

 

(2) 累積その他の包括利益の増減内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の累積その他の包括利益の増減内容は以下のとおりでありま

す。

①　為替換算調整勘定

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

期首残高 19,477 10,074

在外営業活動体の純資産の為替換算により生じ

る換算差額（注）
（9,403） 26

期末残高 10,074 10,100

(注) 在外営業活動体の純資産及び損益をそれらの機能通貨から当社グループの表示通貨へ換算することに

よる換算差額は、その他の包括利益（損失）において認識し、為替換算調整勘定に累積しておりま

す。

 

24．借入金

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の借入金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

 残高 平均利率（注2） 残高 平均利率（注2） 返済期限

当座借越（注１） 300,000 0.46％ 300,000 0.41％ －

１年以内に返済予定の長期借入金 93,093 0.58％ 90,652 0.53％ －

流動負債 393,093 － 390,652 － －

長期借入金（１年以内に返済予定

のものを除く）
439,435 0.58％ 377,615 0.53％

2018年４月～

2023年７月

非流動負債 439,435 － 377,615 － －

合計 832,528 － 768,267 － －

(注１) 2017年３月31日現在、当座借越の限度額は1,300,000千円（2016年３月31日：1,300,000千円）であ

ります。

(注２) 平均利率は、各連結会計年度終了日現在の借入金残高を基準とした加重平均利率であります。
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25．引当金

(1) 引当金の内容

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の引当金の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

資産除去債務 45,206 45,892

従業員給付 78,428 84,604

合計 123,634 130,496

非流動負債 45,206 45,892

流動負債 78,428 84,604

合計 123,634 130,496

 

(2) 引当金の増減内容

　当社グループの各連結会計年度の引当金の増減内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
資産除去債務
（注１）

従業員給付に係る引当金
（注２）

合計

2016年３月31日残高 45,206 78,428 123,634

期中増加額 － 50,278 50,278

期中減少額（目的使用） － （44,119） （44,119）

外貨換算差額 － 17 17

時間経過による割戻 686 － 686

2017年３月31日残高 45,892 84,604 130,496

(注１) 資産除去債務は当社のオフィスの建物附属設備に対する撤去費用に関するものであります。

(注２) 従業員給付に係る引当金は、有給休暇に関するものであります。有給休暇は付与された日から２年

が経過すれば消滅するため、当社グループは過去の有給休暇消化率を利用して将来の有給休暇消化

率を見積り、これを有給休暇引当金の算定に利用しております。

 

26．仕入債務及びその他の債務

　当社グループの各連結会計年度終了日現在の仕入債務及びその他の債務の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

未払金 180,311 202,837

営業預り金 6,241,385 7,546,879

その他 14,114 1,274

合計 6,435,810 7,750,990

　営業預り金はカード会社から受け取り、その後加盟店に支払われるもので、通常の預り期間は0.5～２ヶ月

であり、これによる支払利息は発生しません。
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27．その他の負債

　当社グループの各連結会計年度終了日現在のその他の負債の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

流動負債   

預り金 13,030 31,691

前受金 106,904 113,252

未払消費税等及び未払事業所税 133,015 157,740

未払費用 31,625 44,604

合計 284,574 347,287

　前受金はカード会社から受け取ったもので、今後役務の提供が完了した時点で収益として認識するものであ

ります。

 

28．金融商品

(1) 資本リスク管理

　当社グループは負債と資本の比率の最適化を通じて株主利益を最大化すると共に継続企業として持続でき

るように資本を管理しております。

　当社グループの純負債と資本の対比は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度
（2016年３月31日)

当連結会計年度
（2017年３月31日)

有利子負債 832,528 768,267

現金及び預金 8,235,342 9,561,242

純負債（差額） （7,402,814） （8,792,975）

資本 2,924,679 3,093,390

　当社グループの資本構成は注記24の借入金を含む負債、現金及び預金、支配企業の株主に帰属する資本

（注記20、21、22、23に開示されている資本金、資本剰余金、利益剰余金、自己株式及びその他包括利益で

構成される）により構成されております。

　当社グループは外部からの資本規制は受けていません。
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(2) 金融商品の分類

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日)

当連結会計年度
（2017年３月31日)

金融資産   

現金及び預金 8,235,342 9,561,242

売上債権及びその他の債権 474,918 695,364

敷金 98,650 98,531

その他の金融資産 316 321

営業保証金 80,857 41,329

FVTPL 155,097 188,821

合計 9,045,180 10,585,608

金融負債   

当座借越 300,000 300,000

１年内返済予定の長期借入金 93,093 90,652

長期借入金（１年内返済予定を除く） 439,435 377,615

仕入債務及びその他の債務 6,421,696 7,749,716

合計 7,254,224 8,517,983

 

(3) 金融資産と金融負債の相殺

　当社グループにおける連結財政状態計算書上で相殺表示されている認識した金融資産及び金融負債の相殺

前の総額、相殺額及び相殺後の純額は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

前連結会計年度

（2016年３月31日）
取引の種類

認識済の金融資産又

は金融負債の総額

連結財政状態計算書

上で相殺される金融

資産又は負債の総額

連結財政状態計算書

上に表示されている

金融資産又は金融負

債の純額

売上債権及びその他の

債権

加盟店に対する売上

債権
74,411 （28,592） 45,819

仕入債務及びその他の

債務

加盟店に対する営業

預り金
6,257,251 （28,592） 6,228,659

（単位：千円）

当連結会計年度

（2017年３月31日）
取引の種類

認識済の金融資産又

は金融負債の総額

連結財政状態計算書

上で相殺される金融

資産又は負債の総額

連結財政状態計算書

上に表示されている

金融資産又は金融負

債の純額

売上債権及びその他の

債権

加盟店に対する売上

債権
112,234 （36,088） 76,146

仕入債務及びその他の

債務

加盟店に対する営業

預り金
7,582,967 （36,088） 7,546,879
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(4) 財務リスクの管理目的

　当社グループの営業及び金融商品に関連する主要リスクは信用リスクと為替リスク、金利リスク及び流動

性リスクであります。取締役会はこのようなリスクを管理する方針を検討した上で、承認しております。

　当社グループは投機の目的でのデリバティブを含む金融商品契約は締結しておりません。

 

(5) 市場リスク

　当社グループの活動は主に為替リスクと金利リスクによる財務リスクに晒されております。市場リスクに

対する当社グループのエクスポージャーやリスク管理、測定の方式には変更がありません。

 

(6) 為替リスク管理

　当社グループは外貨建取引を行っているため、為替レート変動のエクスポージャーに晒されておりま

す。　当社グループは当該リスクを軽減するため、先物為替予約による為替の変動リスクの軽減を行うこと

があります。また、可能な限り受取通貨と支払通貨を一致させる方針を通じて為替レート変動に対するエク

スポージャーを管理しております。

　当社グループの各連結会計年度における外貨建の貨幣性資産及び貨幣性負債の帳簿価額は以下のとおりで

あります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

資産   

USドル 279,922 221,082

韓国ウォン 63,479 65,764

その他 39,636 42,105

負債   

USドル 89,342 78,800

韓国ウォン 3,445 4,393

その他 3,478 1,380

　当社グループは主にUSドルの為替リスクに晒されております。下表は各外貨に対する円貨為替レートが

10％変動する場合の感応度を示しております。10％は経営者に内部的な為替リスクの報告時に適用される感

応度比率であり、為替レートの合理的変動範囲に対する経営者の評価を示しております。感応度分析は決済

されていない外貨建貨幣性項目のみ含み、連結会計年度末に為替レートが10％変動する場合を想定して外貨

換算を調整しております。

　感応度分析には外部からの貸付のみならず、貸付が貸付者や借入者の現地通貨ではない通貨で表示されて

いる場合は、当社グループ内の海外子会社に対する貸付も含んでおります。プラスは円安による損益及びそ

の他資本項目の増加を示します。円貨が他の通貨に比べ10％円高である場合は損益とその他資本項目に対し

て同一の金額で反対の影響を及ぼし、以下の残高はマイナスになります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

＜USドル感応度分析＞   

税引前損益の影響 19,058 14,228

＜韓国ウォン感応度分析＞   

税引前損益の影響 6,003 6,137

＜その他の通貨感応度分析＞   

税引前損益の影響 3,616 4,072
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(7) 金利リスク管理

　当社グループは主に変動利率で資金を借り入れており、金利リスクに晒されております。当社グループは

金利リスクを管理するために固定利率借入金と変動利率借入金の適切なバランスを維持しております。

　下記の感応度分析は連結会計年度終了日現在における、金利リスクのエクスポージャーに基づいて算定し

ております。変動金利負債の場合、連結会計年度終了日現在に残っている負債金額が連結会計年度中に継続

して存在すると想定して分析を遂行しております。金利リスクを経営者に報告する場合に50ベーシス・ポイ

ント（bp）の増減が使用されており、これは金利の合理的に発生し得る変動値に対する経営者の評価を示し

ます。

　もし、その他の変数が一定であり、利率が現在より50bp高い又は低い場合、当社グループの2017年３月31

日をもって終了する連結会計年度の税引前利益は3,857千円減少又は増加（2016年３月31日をもって終了す

る連結会計年度の税引前利益は4,187千円減少又は増加）します。これは当社グループの変動利率借入金等

のエクスポージャーに起因しています。

 

(8) 信用リスク管理

　信用リスクは加盟店が契約上の義務を履行せずに当社グループに財務的損失を及ぼすリスクのことであり

ます。しかし、当社グループは加盟店に対して債務を支払う前にカード会社から代金を受領していることか

ら、信用リスクに対するエクスポージャーは限定的であり、過去の経験からも貸倒損失の金額は非常に少な

い状況であります。したがって、当社グループにおいては信用リスクに対するエクスポージャーはほとんど

ありません。

　なお、信用リスクのエクスポージャーに関し、担保として保有する物件及びその他の信用補完するものは

ありません。

 

①　貸倒引当金

　当社グループの各連結会計年度の売上債権及びその他の債権に対する貸倒引当金の増減は以下のとおり

であります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

期首残高 22,860 14,248

期中増加額 14,248 40,257

期中減少額（目的使用） （15,394） （7,772）

期中減少額（戻入れ） （7,466） （6,476）

期末残高 14,248 40,257

　当社グループは売上債権及びその他の債権の回収可能性を判断する場合、回収期日から90日が経過した

売上債権及びその他の債権について与信供与日から連結会計年度終了日までの信用状態や格付け等級等の

変化を考慮しております。

　当社グループは加盟店が多く、相互関連性がないため、信用リスクの集中度は限定的であります。
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②　期日が経過又は減損している金融資産

（ⅰ）個別に減損していない金融資産

　各連結会計年度末において期日が経過しているが、減損していない金融資産の年齢分析は以下のと

おりであります。（単位：千円）

前連結会計年度

（2016年３月31日）
合計

期日

経過前

期日経過額

30日
以内

31日以上
90日以内

売上債権及びその他の債権（総額） 478,843 474,852 1,451 2,540

貸倒引当金 (3,925) (3,627) (36) (262)

売上債権及びその他の債権（純額） 474,918 471,225 1,415 2,278

 

（単位：千円）

当連結会計年度

（2017年３月31日）
合計

期日

経過前

期日経過額

30日
以内

31日以上
90日以内

売上債権及びその他の債権（総額） 699,824 690,950 34 8,840

貸倒引当金 (4,460) (3,779) (3) (678)

売上債権及びその他の債権（純額） 695,364 687,171 31 8,162

 

（ⅱ）個別に減損した金融資産

　個別に減損した金融資産は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

売上債権及びその他の債権（総額） 10,322 35,797

貸倒引当金 （10,322） （35,797）

売上債権及びその他の債権（純額） － －
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(9) 流動性リスク管理

　流動性リスクは当社グループの資金繰りに係るリスクのことであります。当社グループは適切に、剰余

金、銀行からの借入枠を維持し、キャッシュ・フローをモニタリングし、流動性リスクを管理しておりま

す。又、当社グループは加盟店に対して債務を支払う前にカード会社から代金を受領していること、当座借

越の未使用枠を有していることから流動性リスクに対するエクスポージャーは限定的であります。

 

金融負債の期日別残高は以下のとおりであります。

（単位：千円）

前連結会計年度
(2016年３月31日)

帳簿残高
契約上のキャッ
シュ・フロー

１年以内
１年超５年
以内

５年超

仕入債務及びその他の債務 6,421,696 6,421,696 6,421,696 － －

短期借入金 300,000 300,000 300,000 － －

１年内返済予定の長期借入金 93,093 94,836 94,836 － －

長期借入金（１年内返済予定

を除く）
439,435 442,497 － 428,297 14,200

合計 7,254,224 7,259,029 6,816,532 428,297 14,200

（単位：千円）

当連結会計年度
(2017年３月31日)

帳簿残高
契約上のキャッ
シュ・フロー

１年以内
１年超５年
以内

５年超

仕入債務及びその他の債務 7,749,716 7,749,716 7,749,716 － －

短期借入金 300,000 300,000 300,000 － －

１年内返済予定の長期借入金 90,652 92,004 92,004 － －

長期借入金（１年内返済予定

を除く）
377,615 379,325 － 349,725 29,600

合計 8,517,983 8,521,045 8,141,720 349,725 29,600

 

　当社グループにおいて、一時的に資金が不足する場合、下記の調達手段で資金を調達しております。各連

結会計年度の資金調達手段及び調達状況は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度
(2016年３月31日)

当連結会計年度
(2017年３月31日)

当座借越枠   

使用 300,000 300,000

未使用 1,000,000 1,000,000

合計 1,300,000 1,300,000
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(10) 金融商品の公正価値

①　償却原価で測定する金融商品の公正価値

　経営者は連結財務諸表上、すべての償却原価で測定された金融資産と金融負債の帳簿価格は公正価値に

近似しているものと判断しております。
 
 

②　連結財政状態計算書で認識された公正価値の測定

　各連結会計年度終了日現在、FVTPLを除き当初認識後、公正価値で測定された金融商品はありません。

　レベル３に分類される金融商品については、取締役会に報告された評価方針及び手続に基づき、外部の

評価専門家又は適切な評価担当者が評価の実施及び評価結果の分析を行っております。評価結果は、担当

役員及び担当部門責任者によりレビューされ、承認されております。

　財務報告目的で、公正価値測定は、以下に記述するように、そのインプットが観察可能である程度、及

びインプットが公正価値測定全体に与える重要性に応じてレベル１、２、３に分類されます。

・レベル１のインプットは、企業が測定日現在でアクセスできる同一の資産又は負債に関する活発な市場

における（無調整の）相場価格をいいます。

・レベル２のインプットは、レベル１に含まれる相場価格以外のインプットのうち、資産又は負債につい

て直接又は間接に観察可能なものをいいます。

・レベル３のインプットは、資産又は負債に関する観察可能でないインプットをいいます。

 

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2016年３月31日）

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

FVTPLの金融資産     

その他の金融資産 － － 155,097 155,097

（単位：千円）

 
当連結会計年度

（2017年３月31日）

 レベル1 レベル2 レベル3 合計

FVTPLの金融資産     

その他の金融資産 － － 188,821 188,821

上記の金融資産及び金融負債につき各連結会計期間においてレベル1とレベル2の間の移動は発生しており

ません。
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③　レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

（単位：千円）

 
FVTPLの金融資産
その他の金融資産

2016年４月１日残高 155,097

取得 41,432

回収 （439）

分配 （8,205）

利得又は損失  

　純損益 936

2017年３月31日残高 188,821

　その他の金融資産はメガソーラー投資ファンドへの匿名組合出資とLED照明のリース取引における貸手と

して契約する債権であります。メガソーラー投資ファンドへの匿名組合出資について、当社グループは、経

常的な公正価値測定において、インカム・アプローチに基づき、見積られた将来キャッシュ・フローに対し

て1.73％の割引率を適用し、公正価値を測定しております。純損益に認識した利得又は損失は要約連結包括

利益計算書の「金融収益」に含めております。

　又、当連結会計年度において取得した LED照明のリース取引における貸手として契約する債権について、

当社グループは、経常的な公正価値測定において、インカム・アプローチに基づき、見積られた将来キャッ

シュ・フローに対して4.10％の割引率を適用し、公正価値を測定しております。本契約はパートナー企業よ

りLED照明を購入し、5年リースとして顧客に貸与いたします。LED照明の所有権はリース期間満了後に顧客

に移転します。当該リース業務及び債権の回収等はパートナー企業のグループ企業との業務委託契約により

提供を受けております。顧客がリースを中途解約した場合、残リース料の一定割合がパートナー企業のグ

ループ企業から当社に支払われるとともに、LED照明の所有権は同社に移転します。

　当社はLED照明の購入取引、顧客へのリース取引及び業務委託契約の一連の取引の経済的実態に鑑みて、

全体として金融商品(金銭消費貸借契約)として会計処理しております。

　当社は、一連の取引に基づく純額の債権をFVTPLに分類し、実効金利法に基づき算定した利息収益546千円

及び公正価値評価に伴う正味利得138千円を連結包括利益計算書における「金融収益」に含め表示しており

ます。

　公正価値は、割引率の上昇（下落）により減少（増加）します。

　レベル３に分類される金融商品について、インプットがそれぞれ合理的に考え得る代替的な仮定に変更し

た場合の公正価値の著しい増減は想定されておりません。
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29．関連当事者取引

　当社グループの最上位支配株主はSBIホールディングス株式会社（日本企業）であります。

　当社と当社の子会社（当社の関連当事者）の間の取引は連結上消去されているため開示しておりません。当

社グループとその他の関連当事者との間の取引内容は以下のとおりであります。

(1) 関連当事者取引

　各連結会計年度における、当社グループの企業と当社グループに含まれていない関連当事者との取引は以

下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

収益   

当社株主の関係会社 293,891 305,467

売上原価   

当社株主の関係会社 － 94,190

販売費及び管理費   

当社株主の関係会社 55,479 43,947

 

　各連結会計年度終了日現在、関連当事者に対する債権・債務の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

債権   

当社株主の関係会社 9,495 13,889

債務   

当社株主の関係会社 5,346 11,459

 

　上記の他に、前連結会計年度にて、株式会社ブロードバンドセキュリティ株式の追加取得に伴う支配株主

への支払（412,300千円）が発生しております。

　当連結会計年度において、当社株主の関係会社とのアクワイアリング業務開始に伴い要した、当社株主の

関係会社が負担すべき費用30,000千円について、当社が立替え、その後当社株主の関係会社から支払いを受

けております。

　また、当社株主の関係会社がクレジットカード会社等に対して保有している債権に対して、当連結会計年

度において18,719,233千円、前連結会計年度においては16,734,462千円の債権回収の代行を行っておりま

す。

　関連当事者との取引は当社グループの一般的な取引条件によって行われております。

　関連当事者間の債権・債務に対して提供した担保、又は提供された担保は存在せず、将来に現金で決済さ

れます。当該債権・債務に対する保証取引はありません。

　各連結会計期間終了日現在、関連当事者に対する債権が不良債権に分類されることにより認識した費用は

ありません。

 

(2) 主要な経営幹部に対する報酬

　各連結会計年度における取締役及びその他の主要な経営者に対する報酬は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

短期給付 76,917 76,267

退職給付費用 866 1,359

合計 77,783 77,626

　取締役と主要な経営者に対する報酬は個々の実績と市場の傾向を考慮して株主総会で決定されます。
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30．現金及び現金同等物

　連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物は現金、銀行預金、短期金融市場に対する投資資産

を含み、引出制限預金等の満期が３ヶ月以上である預金を控除しております。連結会計年度終了日現在、連結

キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同等物は以下のとおり連結財政状態計算書上の関連項目で調整さ

れます。

 

(1) 現金及び現金同等物

　現金及び現金同等物の内訳は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

連結財政状態計算書上の現金及び預金 8,235,342 9,561,242

連結キャッシュ・フロー計算書上の現金及び現

金同等物
8,235,342 9,561,242

　担保に供されているもしくは、引出が制限されている預金はありません。
 

 

　外貨建現金及び現金同等物の内容は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

USドル 238,108 204,627

韓国ウォン 56,979 59,271

その他 37,864 40,767

 

(2) 現金の流出入のない取引内容

　当連結会計年度において非資金の財務取引はありません。

 

31．オペレーティング・リース契約

(1) リース契約

　オペレーティング・リースはオフィス及びコピー機等に関するもので、リース期間は各々２年と５年であ

ります。当社グループはリース期間の満了時にリース資産を購買できるオプションを有しておりません。一

部のオペレーティング・リース契約には、自動更新オプションが付されております。また、変動リース料、

購入選択権、及びリース契約によって課された制限（配当、追加借入及び追加リースに関する制限など）は

ありません。

 

(2) 費用（継続事業）として認識したリース料

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度

（自2015年４月１日
至2016年３月31日）

当連結会計年度
（自2016年４月１日
至2017年３月31日）

最低リース料 98,205 88,535

合計 98,205 88,535
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(3) 解約不能なオペレーティング・リース契約

　各連結会計年度終了日現在、当社グループはオフィス及びコピー機等に対して解約不能なオペレーティン

グ・リース契約を締結しており、支払債務の支払期日は以下のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前連結会計年度
（2016年３月31日）

当連結会計年度
（2017年３月31日）

１年以内 75,433 88,227

１年超過５年以内 25,573 84,984

合計 101,006 173,211

 

32．株式報酬

　当社グループは従業員に株式増価受益権を付与しております。この制度の目的は、当社グループ従業員の当

社グループの業績及び企業価値向上に対する意欲や士気を高めることにあります。

　当該株式増価受益権は現金決済型であり、権利行使価格259円と権利行使時の株価との差額を現金で支払う

ものであります。

　現金決済型の株式報酬は決算日ごとに権利失効見込額を差し引いた公正価値で再評価され、最終的な報酬費

用の合計は決済額に一致します。

　その公正価値は、オプション価格決定モデル、当社株式の市場価額に基づいて適切に測定されます。

　株式増価受益権の付与日は2015年１月１日であり、権利行使期間は付与後2016年６月30日までの行使制限期

間を経過した後、2019年７月31日までの毎年７月のみとしております。

付与対象者が当社グループを退職した場合、又は2019年７月31日までに権利を行使しない場合は権利を失効し

ます。

　各連結会計年度の内容は以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当連結会計年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

 権利数（個） 権利数（個）

期首未行使残高 153,113 133,039

付与 － －

失効 20,074 －

行使 － 126,078

行使期限満了 － －

期末未行使残高 133,039 6,961

期末行使可能残高 － －

　連結包括利益計算書上、売上原価及び管理費に含まれる株式増価受益権にかかる費用の総額は、当連結会

計年度において、9,228千円となっております。又、連結財政状態計算書上、仕入債務及びその他の債務に

含まれる株式増価受益権にかかる負債の総額は当連結会計年度において、1,274千円となっております。
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33．支出に関するコミットメント

　当社グループの前連結会計年度及び当連結会計年度における決算日以降の資産の取得に係るコミットメント

は以下のとおりであります。

（単位：千円）

 
前連結会計年度

（2016年３月31日）

当連結会計年度

（2017年３月31日）

有形固定資産の購入コミットメント（注1） 25,477 118,780

無形資産の購入コミットメント（注2） 402,138 385,897

合計 427,615 504,677

(注１) システム更改のためのシステム開発のうちインフラ開発、社内インフラ整備のうち機器購入及び非

常用発電・無停止電源装置更新のための装置設置に係るものであります。

(注２) システム更改のためのシステム開発のうちインフラ開発及びアプリケーション開発、社内インフラ

整備のうち仮想デスクトップインフラの導入開発に係るものであります。

 

34．財務諸表の承認

　当社グループは2017年３月31日をもって終了する連結会計年度に対して国際会計基準による連結財務諸表を

作成し、2017年６月22日に取締役会にて承認されております。

 

35．後発事象

(1) 株式取得による子会社化及び当該資金調達について

　当社は、2017年４月１日付で、当社の親会社であるSBIホールディングス株式会社及び親会社の関係会社

(以下、SBIグループ)よりFinTech関連事業を営む３社の発行済株式すべてを取得し完全子会社化（以下、

「本子会社化」）いたしました。また、本子会社化のための資金調達として、第三者割当による新株式を発

行（以下、「本増資」）し、残金は銀行借入としております。

 

① 本子会社化の目的

　金融サービスにおける技術革新が注目されているなか、決済サービス事業を主軸で営む当社においても

FinTechと呼ばれる様々なサービス分野への事業領域拡大や新たな顧客層の獲得に向けて各種検討を続けて

まいりました。一方で、SBIグループ内においても、ソーシャルレンディングサービス、海外送金、バック

オフィス業務のクラウドサービス等のFinTech関連事業を手掛ける企業があり、当社の既存事業と親和性が

高いことから、当社がこれらの３社を取り込むことによって、これまで掲げてきた「ECトータルソリュー

ション企業」から、革新的なFinTech関連サービスまでを中核事業とした「総合FinTechソリューション企

業」に生まれ変わることを目的として、このたびの子会社化を実施いたしました。

 

② 子会社化する会社の名称等

会社名
SBIソーシャルレンディ

ング株式会社
SBIレミット株式会社

SBIビジネス・ソリュー

ションズ株式会社

事業内容

ソーシャルレンディング

サービスにおける出資募

集業務、貸金業務

国際送金事業 バックオフィス支援サー

ビスの提供
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　 対象会社の資産及び負債（2017年３月31日現在）

（単位：千円）

会社名
SBIソーシャルレンディ

ング株式会社
SBIレミット株式会社

SBIビジネス・ソリュー

ションズ株式会社

現金及び預金

その他の資産

153,636

25,236

1,646,483

354,954

192,408

312,601

資産合計 178,872 2,001,437 505,009

借入金

その他の負債

－

34,981

633,930

921,149

－

104,663

負債合計 34,981 1,555,079 104,663

取得対価 600,000 1,600,000 1,300,000

　取得対価は独立した第三者算定機関による評価額を参考に、協議の上決定し、全額を現金で支払っており

ます。

　本子会社化は共通支配下の企業結合に該当し、上記の取得対価が上記の対象会社の資産及び負債の差額

（引継純資産価額）を上回るため、その超過額2,509,405千円は2017年４月１日付で当社の連結財政状態計

算書上の資本剰余金より控除されます。

 

③ 本増資の概要

発行する株式の種類及び数 普通株式　3,291,140株

発行価格(円) 395

発行価額の総額(円) 1,300,000,300

資本組入額(円) 197.5

資本組入額の総額(円) 650,000,150

払込期日 2017年４月17日

割当先 SBIホールディングス株式会社

　当社の発行済株式の全ては韓国預託決済院（以下「KSD」といいます。）に預託され、当社は、当該預託

された株式を基礎資産としてKSDが発行する株式預託証券（当社の株式を基礎資産としてKSDが発行する株式

預託証券を、以下「当社DR」といいます。）を韓国KOSDAQ市場に上場させております。

　本増資によって発行される株式（以下「新株式」といいます。）についても、KSDへの預託を前提として

当社DRに転換し、韓国KOSDAQ市場に上場されます。

 

④ 借入の概要

　当社は、2017年４月11日開催の取締役会において、以下のとおり金融機関より借入を行うことを決議し

ました。

借入先 株式会社みずほ銀行

借入金額(円) 2,200,000,000

借入金利 基準金利＋スプレッド

借入実行日 2017年４月17日

借入期間及び返済方法 借入実行日から５年間の分割返済

 

⑤ 取得関連費用

　当連結会計年度において、本子会社化にかかる取得関連費用25,649千円を管理費として、費用処理し

ております。
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36．関係会社の一覧

　「第１　企業の概況　４　関係会社の状況」に記載のとおりであります。

 

（２）【その他】

　当連結会計年度における四半期情報等

 

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

収益（千円) 1,868,037 3,851,614 5,929,659 8,076,636

税引前四半期（当期）利益（千円) 81,067 249,174 421,085 543,376

親会社の所有者に帰属する四半期（当

期）利益(千円)
53,171 164,753 274,660 366,148

親会社の所有者に帰属する１株当たり

四半期（当期）利益（円)
2.69 8.34 13.91 18.54

 

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

親会社の所有者に帰属する１株当たり

四半期利益(円)
2.69 5.65 5.57 4.63
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2016年３月31日)
当事業年度

(2017年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 999,072 1,024,787

売掛金 ※１ 153,708 ※１ 180,612

前払費用 52,307 58,612

リース債権 － 8,905

立替金 － 31,034

繰延税金資産 25,207 19,746

その他 ※１ 1,478 ※１ 32,813

貸倒引当金 △2,160 △31,034

流動資産合計 1,229,615 1,325,478

固定資産   

有形固定資産   

建物 41,482 35,370

工具、器具及び備品 30,741 39,870

有形固定資産合計 72,224 75,240

無形固定資産   

ソフトウエア 97,121 66,210

ソフトウエア仮勘定 140,100 154,725

その他 2,303 2,303

無形固定資産合計 239,524 223,238

投資その他の資産   

リース債権 － 32,087

出資金 153,769 145,895

関係会社株式 1,070,037 1,070,037

敷金 92,592 92,362

長期前払費用 3,822 1,099

繰延税金資産 26,548 32,015

投資その他の資産合計 1,346,771 1,373,497

固定資産合計 1,658,519 1,671,976

資産合計 2,888,135 2,997,455
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  （単位：千円）

 
前事業年度

(2016年３月31日)
当事業年度

(2017年３月31日)

負債の部   

流動負債   

短期借入金 394,836 392,004

未払金 ※１ 65,711 ※１ 88,729

未払費用 21,107 22,085

未払法人税等 20,181 85,160

未払消費税等 24,389 31,242

預り金 8,465 7,382

賞与引当金 14,114 1,274

その他 2,551 2,627

流動負債合計 551,356 630,506

固定負債   

長期借入金 442,497 379,325

資産除去債務 45,207 45,894

固定負債合計 487,704 425,219

負債合計 1,039,061 1,055,725

純資産の部   

株主資本   

資本金 802,667 802,667

資本剰余金   

資本準備金 752,667 752,667

その他資本剰余金 589,136 589,136

資本剰余金合計 1,341,803 1,341,803

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 222,522 315,178

利益剰余金合計 222,522 315,178

自己株式 △517,919 △517,919

株主資本合計 1,849,073 1,941,729

純資産合計 1,849,073 1,941,729

負債純資産合計 2,888,135 2,997,455
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②【損益計算書】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(自　2015年４月１日
　至　2016年３月31日)

当事業年度
(自　2016年４月１日
　至　2017年３月31日)

売上高 ※１ 1,757,561 ※１ 2,018,773

売上原価 505,279 573,247

売上総利益 1,252,281 1,445,526

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,083,871 ※１,※２ 1,050,032

営業利益 168,410 395,494

営業外収益   

受取利息 1,313 580

匿名組合出資利益 － 2,811

受取手数料 142 －

雑収入 1,069 250

営業外収益合計 2,525 3,643

営業外費用   

支払利息 1,842 4,034

支払手数料 7,349 4,337

自己株式取得費用 5,496 －

出資金評価損 61 －

為替差損 36,473 984

営業外費用合計 51,224 9,356

経常利益 119,712 389,780

特別損失   

抱合せ株式消滅差損 8,864 －

減損損失 13,445 －

固定資産除却損 ※３ 320 ※３ 169

特別損失合計 22,629 169

税引前当期純利益 97,082 389,610

法人税、住民税及び事業税 19,000 99,498

法人税等調整額 △40,860 △5

法人税等合計 △21,860 99,493

当期純利益 118,943 290,118
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【売上原価明細書】

  
前事業年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当事業年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　労務費 ※１ 212,083 42.0 224,333 39.1

Ⅱ　経費 ※２ 293,196 58.0 348,914 60.9

当期売上原価  505,279 100.0 573,247 100.0

※１．労務費の内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当事業年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

給料手当 180,291千円 187,690千円

退職給付費用 2,998千円 3,522千円

賞与引当金繰入 2,065千円 1,579千円

法定福利費 26,728千円 31,539千円

※２．経費の内訳は、次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当事業年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

減価償却費 77,467千円 60,834千円

通信費 63,458千円 70,166千円

修繕費 31,141千円 48,683千円

業務委託費 82,701千円 126,214千円

派遣料 33,159千円 37,872千円

通勤費 5,180千円 5,081千円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 802,667 752,667 589,136 1,341,803 316,730 316,730 △15,572 2,445,628 2,445,628

当期変動額          

剰余金の配当     △213,150 △213,150  △213,150 △213,150

当期純利益     118,943 118,943  118,943 118,943

自己株式の取得       △502,347 △502,347 △502,347

当期変動額合計 － － － － △94,207 △94,207 △502,347 △596,555 △596,555

当期末残高 802,667 752,667 589,136 1,341,803 222,522 222,522 △517,919 1,849,073 1,849,073

 

当事業年度（自　2016年４月１日　至　2017年３月31日）

        （単位：千円）

 株主資本

純資産合計

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本合
計

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

 
繰越利益剰
余金

当期首残高 802,667 752,667 589,136 1,341,803 222,522 222,522 △517,919 1,849,073 1,849,073

当期変動額          

剰余金の配当     △197,462 △197,462  △197,462 △197,462

当期純利益     290,118 290,118  290,118 290,118

当期変動額合計 － － － － 92,655 92,655 － 92,655 92,655

当期末残高 802,667 752,667 589,136 1,341,803 315,178 315,178 △517,919 1,941,729 1,941,729
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

① 関係会社株式

　移動平均法による原価法により評価しております。

 

② その他有価証券（市場価格のないもの）

　移動平均法による原価法により評価しております。

　ただし、匿名組合への出資金については、匿名組合の財産の持分相当額により評価しております。

 

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

　時価法により評価しております。

 

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　経済的耐用年数に基づく定率法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　８～15年

工具、器具及び備品　　３～20年

 

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。

 

(3) 長期前払費用

　定額法を採用しております。

 

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　売上債権、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

 

(2) 賞与引当金

　従業員の当社の業績及び企業価値向上に対する意欲や士気を高めることを目的とし、従業員に株式増価

受益権を付与しております。当事業年度末における公正な評価単位に基づき計上しております。

 

４．重要な収益及び費用の計上基準

　ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準

　売上高を計上せずに利息相当額を各期へ配分する方法によっております。

 

５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

 

（追加情報）

　繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　2016年３月28日）を

当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）

※１.　関係会社に対する資産及び負債

 　関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（2016年３月31日）
当事業年度

（2017年３月31日）

短期金銭債権 151,062 182,827

短期金銭債務 6,623 3,628

 

（損益計算書関係）

※１　各科目に含まれている関係会社に対するものは、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当事業年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

営業取引による取引高

　　売上高

　　業務委託費

 

1,738,886

81,147

 

2,014,041

58,113

営業取引以外による取引高 119 －

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  （単位：千円）

 
前事業年度

（自　2015年４月１日
　　至　2016年３月31日）

当事業年度
（自　2016年４月１日
　　至　2017年３月31日）

給料手当 491,917 467,064

業務委託費 129,322 87,361

 

販売費と一般管理費のおおよその割合   

販売費（％） 0.63 0.53

一般管理費（％） 99.37 99.47

 

※３　固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（自　2015年４月１日
至　2016年３月31日）

当事業年度
（自　2016年４月１日
至　2017年３月31日）

工具、器具及び備品 320 169

計 320 169
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（リース取引関係）

（貸主側）

ファイナンス・リース取引

（1）リース債権に係る決算日後の回収予定額

（単位：千円）

 

当事業年度
（2017年３月31日）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

リース債権 8,905 7,564 7,981 8,419 8,063 61
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（有価証券関係）

　子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、

子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次の

とおりです。

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（2016年３月31日）
当事業年度

（2017年３月31日）

子会社株式 395,237 395,237

関連会社株式 674,800 674,800

計 1,070,037 1,070,037
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（2016年３月31日）
（千円）

 
当事業年度

（2017年３月31日）
（千円）

繰延税金資産    

賞与引当金 4,355  393

未払事業所税 787  810

未払事業税 925  8,023

ソフトウェア仮勘定 8,465  29,188

減価償却超過額 －  3,708

無形固定資産減損損失 5,408  518

出資金 135  33

貸倒引当金 666  9,502

資産除去債務 13,951  14,052

子会社に対する寄付金 95,048  96,575

前払費用 1,373  －

繰越欠損金 30,242  －

その他 646  646

繰延税金資産小計 162,007  163,453

評価性引当額 △109,000  △110,627

繰延税金資産合計 53,007  52,825

    

繰延税金負債    

資産除去債務に対応する除去費用 1,251  1,065

繰延税金負債合計 1,251  1,065

繰延税金資産の純額 51,756  51,761

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異がある時の、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（2016年３月31日）
 

当事業年度
（2017年３月31日）

法定実効税率 33.06％  30.86％

（調整）    

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.18％  0.33％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 －  △7.93％

住民税均等割 2.36％  0.59％

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 2.60％  －

特定外国子会社所得 3.04％  1.05％

合併による影響 △67.58％  －

評価性引当額の増減 0.23％  0.42％

抱合せ株式消滅差益 3.02％  －

その他 0.58％  0.22％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △22.52％  25.54％
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（重要な後発事象）

１．株式取得による子会社化及び当該資金調達について

　当社は、2017年４月１日付で、当社の親会社であるSBIホールディングス株式会社及び親会社の関係会社(以

下、SBIグループ)よりFinTech関連事業を営む３社の発行済株式すべてを取得し完全子会社化（以下、「本子会

社化」）いたしました。また、本子会社化のための資金調達として、第三者割当による新株式を発行（以下、

「本増資」）し、残金は銀行借入としております。

 

(1) 本子会社化の目的

　金融サービスにおける技術革新が注目されているなか、決済サービス事業を主軸で営む当社においても

FinTechと呼ばれる様々なサービス分野への事業領域拡大や新たな顧客層の獲得に向けて各種検討を続けて

まいりました。一方で、SBIグループ内においても、ソーシャルレンディングサービス、海外送金、バック

オフィス業務のクラウドサービス等のFinTech関連事業を手掛ける企業があり、当社の既存事業と親和性が

高いことから、当社がこれらの３社を取り込むことによって、これまで掲げてきた「ECトータルソリュー

ション企業」から、革新的なFinTech関連サービスまでを中核事業とした「総合FinTechソリューション企

業」に生まれ変わることを目的として、このたびの子会社化を実施いたしました。

 

(2) 子会社化する会社の名称等

会社名
SBIソーシャルレンディ

ング株式会社
SBIレミット株式会社

SBIビジネス・ソリュー

ションズ株式会社

事業内容

ソーシャルレンディング

サービスにおける出資募

集業務、貸金業務

国際送金事業 バックオフィス支援サー

ビスの提供

 

　 対象会社の資産及び負債（2017年３月31日現在）

（単位：千円）

会社名
SBIソーシャルレンディ

ング株式会社
SBIレミット株式会社

SBIビジネス・ソリュー

ションズ株式会社

現金及び預金

その他の資産

153,636

25,236

1,646,483

354,954

192,408

931,460

資産合計 178,872 2,001,437 1,123,868

借入金

その他の負債

－

32,027

633,930

910,732

－

90,586

負債合計 32,027 1,544,662 90,586

取得対価 600,000 1,600,000 1,300,000

　取得対価は独立した第三者算定機関による評価額を参考に、協議の上決定し、全額を現金で支払っており

ます。

 

(3) 本増資の概要

発行する株式の種類及び数 普通株式　3,291,140株

発行価格(円) 395

発行価額の総額(円) 1,300,000,300

資本組入額(円) 197.5

資本組入額の総額(円) 650,000,150

払込期日 2017年４月17日

割当先 SBIホールディングス株式会社

　当社の発行済株式の全ては韓国預託決済院（以下「KSD」といいます。）に預託され、当社は、当該預託

された株式を基礎資産としてKSDが発行する株式預託証券（当社の株式を基礎資産としてKSDが発行する株式

預託証券を、以下「当社DR」といいます。）を韓国KOSDAQ市場に上場させております。本増資によって発行

される株式（以下「新株式」といいます。）についても、KSDへの預託を前提として当社DRに転換し、韓国

KOSDAQ市場に上場されます。

 

(4) 借入の概要
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　当社は、2017年４月11日開催の取締役会において、以下のとおり金融機関より借入を行うことを決議し

ました。

借入先 株式会社みずほ銀行

借入金額(円) 2,200,000,000

借入金利 基準金利＋スプレッド

借入実行日 2017年４月17日

借入期間及び返済方法 借入実行日から５年間の分割返済

 

(5) 取得関連費用

　当事業年度において、本子会社化にかかる取得関連費用25,649千円を前払金として、流動資産に計上してお

ります。
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④【附属明細表】

【有価証券明細表】

【その他】

出資金
その他有価証

券

種類及び銘柄 投資口数（口）
貸借対照表計上

額（千円）

（匿名組合出資金）

合同会社福岡桂川2
155 145,895

計 155 145,895

 

【有形固定資産等明細表】

（単位：千円）
 

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固

定資産

建物 41,482 － － 6,112 35,370 258,080

工具、器具及び備品 30,741 27,576 169 18,277 39,870 289,411

計 72,224 27,576 169 24,389 75,240 547,491

無形固

定資産

ソフトウェア 97,121 17,824 － 48,736 66,210 －

ソフトウェア仮勘定 140,100 32,449
17,824

－
－ 154,725 －

電話加入権 2,303 － － － 2,303 －

計 239,524 50,274 17,824 48,736 223,238 －

投資

その他

の資産

長期前払費用 3,822 180 2,903 － 1,099 －

(注) １.「減価償却累計額」には減損損失累計額が含まれております。

２.当期増加額の主なものは次のとおりであります。

工具、器具及び備品 決済システム用サーバ取得 9,608千円

ソフトウェア 決済システムのソフトウェア追加 8,491千円

 

【引当金明細表】

　（単位：千円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2,160 31,034 2,160 31,034

賞与引当金 14,114 8,785 21,625 1,274
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（２）【主な資産及び負債の内容】

　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

 

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 500,000株券、100,000株券、10,000株券、1,000株券及び100株券

剰余金の配当の基準日
３月31日

９月30日

１単元の株式数 －

株式の名義書換え  

取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代

行部

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号　三菱UFJ信託銀行株式会社

取次所 三菱UFJ信託銀行株式会社　全国各支店

名義書換手数料 無料

新券交付手数料 無料

公告掲載方法

当社の公告方法は、電子公告としております。

ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をする

ことができない場合は、日本経済新聞に掲載しております。

当社の公告掲載URLは次のとおりであります。

http://www.axes-group.co.jp

株主に対する特典 該当事項はありません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項の適用はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

事業年度（第５期）（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）2016年６月24日関東財務局長に提出

(2) 有価証券報告書の訂正報告書及び確認書

事業年度（第４期）（自　2014年４月１日　至　2015年３月31日）2017年３月23日関東財務局長に提出

事業年度（第５期）（自　2015年４月１日　至　2016年３月31日）2017年３月23日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第６期第１四半期）（自　2016年４月１日　至　2016年６月30日）2016年８月12日関東財務局長に提出

（第６期第２四半期）（自　2016年７月１日　至　2016年９月30日）2016年11月14日関東財務局長に提出

（第６期第３四半期）（自　2016年10月１日　至　2016年12月31日）2017年２月14日関東財務局長に提出

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第８号の２（子会社取得の決定）2017年３月31日関東財務局長に

提出

(5) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類

2017年３月31日関東財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書 
 

2017年６月22日

ＳＢＩ　ＡＸＥＳ　株 式 会 社

取　　締　　役　　会　御中  

 

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加　　藤　　博　　久　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　　田　　健　　司　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるSBI AXES株式会社の2016年４月１日から2017年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結財政状

態計算書、連結包括利益計算書、連結持分変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結財務諸表注記について監

査を行った。
 
連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準に準拠し

て連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
 
監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、国際会計基準に準拠して、SBI AXES株式会社及び連結子会社の2017年３月31日

現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。
 
強調事項

　後発事象に記載されているとおり、会社は2017年４月１日付でＳＢＩソーシャルレンディング株式会社、ＳＢＩレミッ

ト株式会社及びＳＢＩビジネスソリューションズ株式会社の発行済株式すべてを取得し完全子会社化した。また、会社は

株式取得資金の調達のため、2017年４月17日に資金の借入を行うとともに、ＳＢＩホールディングス株式会社を割当先と

して第三者割当の方法により普通株式を発行し、同日に払い込みが完了した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。
 
利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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 独立監査人の監査報告書 
 

2017年６月22日

ＳＢＩ　ＡＸＥＳ　株 式 会 社

取　　締　　役　　会　御中  

 

 有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 加　　藤　　博　　久　　印

 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 森　　田　　健　　司　　印

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるSBI AXES株式会社の2016年４月１日から2017年３月31日までの第６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、SBI AXES

株式会社の2017年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。

 

強調事項

　後発事象に記載されているとおり、会社は2017年４月１日付でＳＢＩソーシャルレンディング株式会社、ＳＢＩレミッ

ト株式会社及びＳＢＩビジネスソリューションズ株式会社の発行済株式すべてを取得し完全子会社化した。また、会社は

株式取得資金の調達のため、2017年４月17日に資金の借入を行うとともに、ＳＢＩホールディングス株式会社を割当先と

して第三者割当の方法により普通株式を発行し、同日に払い込みが完了した。

　当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

（注）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管しておりま

す。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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